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ご あ い さ つ 

 

 

 高次脳機能障がいは、交通事故や病気等により脳に損傷を受け、その後遺症等と

して記憶、注意、遂行機能、社会的行動といった認知機能（高次脳機能）が低下し

た状態をいい、日常生活の中で現れ、外見からは障がいがあるとわかりにくく、「見

えない障がい」や「隠れた障がい」などと言われています。 

 

 本県においては、これまで、障害者総合支援法に基づく地域生活支援事業の「高

次脳機能障害及びその関連障害に対する支援普及事業」として、主に相談支援等事

業、普及・啓発事業、研修事業に取り組んでまいりました。しかしながら、県内に

おける高次脳機能障がいに対する認知はいまだ十分とはいえず、発症した本人や周

囲などが障がいがあることに気付かないまま、日常生活及び社会生活において困り

感を抱え込んでしまうケース、また、行政、医療、福祉、就労支援等のサービスを

行う機関においても、高次脳機能障がいに対する認知が十分とはいえず、適切な診

断・説明、治療、支援につながっていないという指摘がございました。 

 

 今般、それらの指摘を踏まえ、県内の高次脳機能障がいに係る実態を把握するた

めに、県内の高次脳機能障がい者の新規発生状況などの推計、医療機関や障害福祉

サービス事業所など各事業所における支援・連携状況の調査、障がい当事者への本

人調査を実施し、本県における高次脳機能障がいに対する支援普及の現状及びニー

ズ、課題と今後の取組について報告書を作成いたしました。 

 

 現在、令和６年度障害福祉サービス等報酬改定において、「高次脳機能障害者支援

体制加算」の新設が進められるなど、国における高次脳機能障がいに対する支援普

及の在り方も更なる転換期を迎えております。県としましても、本報告書を基礎資

料としつつ、今回明らかとなった、本県の高次脳機能障がいに対する支援普及上の

課題解決に向けて、引き続き取り組んでまいります。 

 

 最後に、本報告書の作成に際して、調査に御協力いただいた医療機関、各事業所、

当事者やその御家族の皆様には、深く感謝申し上げます。 

 

 

 

令和６年３月 

 

宮崎県福祉保健部障がい福祉課長 佐藤 雅宏 
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第１ 調査の概要 

 

１ 調査の目的 

県内の高次脳機能障がい者の新規発生状況や高次脳機能障がい者数（推計）、

医療機関及び障害福祉サービス事業所、相談支援事業所等における支援・連携状

況を調査することで県内における地域支援ネットワークの課題を明らかにすると

ともに、障がい当事者のニーズ等を把握することで、今後の支援の在り方を見直

す基礎資料とするもの。 

 

 

２ 調査の内容 

（１）調査対象 

①医療機関調査（１４０機関） 

県内の急性期病床又は回復期病床を有する医療機関 

②障害福祉サービス事業所調査（４５事業所） 

県内の障害福祉サービス事業所のうち、高次脳機能障がい者を受入可能な事業

所等1 

 ③相談支援事業所調査（１６１事業所） 

  県内の指定特定相談支援事業所等 

 ④地域包括支援センター調査（７０機関） 

  県内の地域包括支援センター 

 ⑤本人調査 

通所教室2受講生や家族会会員、医療機関等の協力による当事者など高次脳機

能障がい者又はその疑いがある者 

 

（２）調査方法 

 ①医療機関調査 

対象医療機関に対して、調査票等を郵送し、電子申請システムによる回答フォ

ーム、メール又はＦＡＸ、郵送等にて回収。 

 ②障害福祉サービス事業所調査 

対象事業所に対して、調査票等を郵送し、電子申請システムによる回答フォー

 
1 令和３年度宮崎県身体障害者相談センターの県内の障害福祉サービス事業所に対する調査にて

「高次脳機能障がい者の受入可能」と回答のあった事業所及び現に受け入れている事業所 

2 「通所教室」とは、医療機関によるリハビリテーションを終えて社会生活に戻った方が、就労

や新たな訓練など次のステップに円滑に進めるよう、自らの障がいを認識して社会生活に適応

していくための基礎的な訓練を行う教室。令和４年度から身体障害者相談センターにて開所。 
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ム、メール又はＦＡＸ、郵送等にて回収。 

 ③相談支援事業所調査 

各市町村を通じて対象相談支援事業所に対して調査票等をメールし、電子申請

システムによる回答フォーム、メール又はＦＡＸ、郵送等にて回収。 

 ④地域包括支援センター調査 

対象機関に対して、調査票等を郵送し、電子申請システムによる回答フォーム、

メール又はＦＡＸ、郵送等にて回収。 

 ⑤本人調査 

対象医療機関・事業所等や通所教室、家族会を通じて資料を郵送・配布し、電

子申請システムによる回答フォーム、メール又はＦＡＸ、郵送等にて回収。 

 

（３）調査期間 

当初調査：令和５年９月１５日～１０月２０日 

    追加調査：令和５年１０月３１日～１１月１７日 

    ※追加調査は、当初調査において未回答であった対象医療機関・事業所等

を対象に調査したもの。 

 

（４）調査の実施状況 

調査対象 対象数 回答数 回答率 

①医療機関 140 106 75.7％ 

②障害福祉サービス事業所 45 38 84.4％ 

③相談支援事業所 161 55 34.2％ 

④地域包括支援センター 70 57 81.4％ 

⑤本人 － 42 － 

 

（５）留意事項 

・ 「障害」の表記については、①法令、条例等の名称及びそれらの中で用いら

れる特定のものを指す用語、②組織、関係団体、関係施設の名称の場合などを

除き、「障がい」と平仮名交じりの表記とする。 

・ 回答比率の百分率は小数点第２位で四捨五入し、小数点第１位まで示してい

るため、単一回答の回答比率の合計が１００．０％にならない場合がある。 

・ 複数回答の設問は、回答比率の合計が１００．０％にならない場合がある。 
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第２ 医療機関調査 

 

ここでは、県内の急性期病床又は回復期病床を有する医療機関（１４０機関のう

ち１０６機関回答）に対して、令和５年４月～６月（３か月間）の間の脳血管疾患、

外傷性脳損傷等3による新規入院患者数を調査し、県内における高次脳機能障がい者

の年間新規発生状況や高次脳機能障がい者総数を推計するとともに、対象医療機関

における支援上の課題を把握する。 

 

１ 脳血管疾患、外傷性脳損傷等による新規入院患者の状況について 

（１）新規入院患者の有無 

令和５年４月～６月（３か月間）における対象医療機関の脳血管疾患、外 

傷性脳損傷等による新規入院患者の有無について、「なし」は７０機関（６６．

０％）、「あり」は３６機関（３４．０％）となっている。 
 

（調査事項１） 脳血管疾患、外傷性脳損傷等による新規入院患者の有無 回答数 構成比 

１．新規入院患者なし 70 66.0% 

２．新規入院患者あり 36 34.0% 

母数(n=) 106 100.0% 

 

（２）新規入院患者総数・属性 

３６機関での新規入院患者総数は、転院の重複患者や死亡者を除いて７７９

人、性別では、男性４５１人（５７．９％）、女性３２８人（４２．１％）と

なっており、年齢別では、男性は「７０代」の１５３人（３３．９％）が最も

多く、女性では「８０代」の１１２人（３４．１％）が最も多くなっている。 

【男性】                   【女性】 

診断又は疑いのある 

新規入院患者の年齢 
回答数 構成比 

10 代未満 ６ １.３% 

10 代 ８ １.８% 

20 代 ４ 0.９% 

30 代 ９ ２.０% 

40 代 ２６ ５.８% 

50 代 ３２ ７.１% 

60 代 ７０ 1５.５% 

70 代 １５３ ３３.９% 

80 代 １１７ ２５.９% 

90 代以上 ２６ ５．８% 

母数(n=) ４５１ 100.0% 

 
3 「脳血管疾患、外傷性脳損傷等」とは、脳卒中（脳梗塞、脳出血、くも膜下出血）、脳炎・脳

症、脳腫瘍、低酸素脳症、交通事故・転倒・転落等による脳挫傷、びまん性軸索損傷など（た

だし、先天性疾患、周産期における脳損傷、発達障がい、進行性疾患は除く。）としている。 

診断又は疑いのある 

新規入院患者の年齢 
回答数 構成比 

10 代未満 ２ ０.６% 

10 代 ２ ０.６% 

20 代 ３ 0.９% 

30 代 ６ １.８% 

40 代 １１ ３.４% 

50 代 ２３ ７.０% 

60 代 ３４ 1０.４% 

70 代 ７５ 2２.９% 

80 代 １１２ ３４.１% 

90 代以上 ６０ １８.３% 

母数(n=) ３２８ 100.0% 
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 （３）原因疾患 

新規入院患者の原因疾患は、「脳梗塞」の４１３人（５３．０％）が最も多

く、次に「脳出血」の１６２人（２０．８％）、「頭蓋内損傷（外傷性脳損傷）」

の７３人（９．４％）と続いている。 

なお、脳卒中（脳梗塞、脳出血、くも膜下出血）では、６０１人（７７．

２％）となっている。 
 

新規入院患者の原因疾患 回答数 構成比 

脳梗塞 413 53.0% 

脳出血 162 20.8% 

頭蓋内損傷（外傷性脳損傷） 73 9.4% 

脳腫瘍 58 7.4% 

くも膜下出血 26 3.3% 

その他の脳血管疾患 17 2.2% 

神経系の疾患 10 1.3% 

脳炎・脳症 8 1.0% 

低酸素脳症 3 0.4% 

その他の疾患 9 1.2% 

母数(n=) 779 100.0% 

        ※国際疾病分類（ＩＣＤ）コードをベースに大別したもの 

 

 （４）身体の障がい 

新規入院患者の身体への障がいについて、「あり」は３７４人（４８．０％）、

「なし・不明」は４０５人（５２．０％）となっている。 

また、身体の障がいの内訳は、「手足の麻痺」の１７２人（４６．０％）が

最も多く、次に「片麻痺」の１３５人（３６．１％）と続いている。 
 

新規入院患者の身体への障がいの有無 回答数 構成比 

あり 374 48.0% 

なし・不明 405 52.0% 

母数(n=) 779 100.0% 
 

（複数回答可） 身体への障がい 回答数 構成比 

手足の麻痺 17２ 4６.０% 

片麻痺 135 36.1% 

視野障がい 8 2.1% 

顔面神経麻痺 5 1.3% 

運動障がい 4 1.1% 

感覚障がい 4 1.1% 

眼球運動障がい 4 1.1% 

その他 １２ ３.２% 

無回答・不明 31 8.3% 

母数(n=) 374   
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 （５）高次脳機能障がいの診断又は疑い 

新規入院患者の高次脳機能障がいの診断又は疑いについて、「診断あり」は

１５０人（１９．３％）、「疑い」は９８人（１２．６％）となっており、「診

断あり」及び「疑い」の合計では、２４８人（３１．８％）である。 

なお、「なし（不明を含む）」は５３１人（６８．２％）となっている。 
 

新規入院患者の高次脳機能障がいの診断又は疑い 回答数 構成比 

〇（診断あり） 150 19.3% 

△（疑い） 98 12.6% 

×（なし（不明を含む）） 531 68.2% 

母数(n=) 779 100.0% 

 

また、高次脳機能障がいの診断又は疑いのある新規入院患者について、性別

では、男性１３４人（５４．０％）、女性１１４人（４６．０％）となってお

り、年齢別では、男性は「７０代」の４２人（３１．３％）が最も多く、女性

は「８０代」の４１人（３６．０％）が最も多くなっている。 

【男性】                    【女性】 

診断又は疑いのある 

新規入院患者の年齢 
回答数 構成比 

10 代未満 ０ ０.0% 

10 代 ０ ０.０% 

20 代 ０ 0.０% 

30 代 ３ ２.２% 

40 代 ８ ６.０% 

50 代 １２ ９.０% 

60 代 ２５ 1８.７% 

70 代 ４２ ３１.３% 

80 代 ３９ ２９.１% 

90 代以上 ５ ３．７% 

母数(n=) 134 100.0% 

 

 （６）高次脳機能障がいの診断又は疑いのある新規入院患者の原因疾患 

高次脳機能障がいの診断又は疑いのある新規入院患者の原因疾患は、「脳梗

塞」の１４１人（５６．９％）が最も多く、次に「脳出血」の６９人（２７．

８％）と続いている。 

なお、脳卒中（脳梗塞、脳出血、くも膜下出血）では、２２２人（８９．

５％）となっている。 

 

 

 

 
 

診断又は疑いのある 

新規入院患者の年齢 
回答数 構成比 

10 代未満 ０ ０.0% 

10 代 1 ０.９% 

20 代 １ 0.９% 

30 代 ０ ０.０% 

40 代 ６ ５.３% 

50 代 ６ ５.３% 

60 代 １３ 1１.４% 

70 代 ２７ 2３.７% 

80 代 ４１ ３６.０% 

90 代以上 １９ １６.７% 

母数(n=) １１４ 100.0% 
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新規入院患者の原因疾患 回答数 構成比 

脳梗塞 １４１ 5６.９% 

脳出血 ６９ 2７.8% 

くも膜下出血 １２ ４.８% 

脳腫瘍 １２ ４.８% 

頭蓋内損傷（外傷性脳損傷） ８ ３.２% 

その他の脳血管疾患 1 ０.４% 

神経系の疾患 1 ０.４% 

脳炎・脳症 １ ０.４% 

低酸素脳症 １ 0.4% 

その他の疾患 ２ ０.８% 

母数(n=) ２４８ 100.0% 

 

 （７）高次脳機能障がいの主な症状4 

高次脳機能障がいの診断又は疑いのある新規入院患者の主な症状について、

「注意障がい」の１６７人（６７．３％）が最も多く、「失語症」の８３人

（３３．５％）、「記憶障がい」（認知症を除く、以下同じ。）の７５人（３０．

２％）、「遂行機能障がい」の５４人（２１．８％）と続いている。 

なお、「その他」では、主に半側空間無視などが挙げられている。 
 

（複数回答可） 新規入院患者の高次脳機能障がいの主な症状 回答数 構成比 

１．注意障がい 167 67.3% 

２．記憶障がい 75 30.2% 

３．遂行機能障がい 54 21.8% 

４．社会的行動障がい 28 11.3% 

５．失語症 83 33.5% 

６．失認・失行症 49 19.8% 

７．その他 36 14.5% 

母数(n=) 248   

 

 （８）高次脳機能障がいの診断又は疑いのある新規入院患者の身体の障がい 

高次脳機能障がいの診断又は疑いのある新規入院患者の身体への障がいにつ

いて、「あり」は１８４人（７４．２％）、「なし・不明」は６４人（２５．

８％）となっている。 

また、身体の障がいの内訳は、「手足の麻痺」の１２８人（６９．６％）が

最も多く、次に「片麻痺」の３３人（１７．９％）と続いている。 

 

 
 

 
4 高次脳機能障がいの症状については、厚生労働省の診断基準の主要症状によると、「記憶障害、

注意障害、遂行機能障害、社会的行動障害などの認知障害」と行政的に定義されているものの、

本調査では、身体障がいとの関連性も考慮し、学術的に含まれる失語症など身体障がいも症状

として含めたものとしている。 
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高次脳機能障がいの診断又は疑いのある

新規入院患者の身体への障がいの有無 
回答数 構成比 

あり １８４ ７４.２% 

なし・不明 ６４ 2５.８% 

母数(n=) ２４８ 100.0% 
 

（複数回答可） 身体への障がい 回答数 構成比 

手足の麻痺 1２８ ６９.６% 

片麻痺 ３３ １７.９% 

その他 ４ ２.２% 

無回答・不明 １９ １０.3% 

母数(n=) １８4   
 

 

２ 高次脳機能障がい者数の推計について 

ここでは、以下のとおり、（１）年間新規発生数、及び（２）高次脳機能障が

い者数を推計する。ただし、当該推計方法は、あくまで３か月間における調査結

果に基づく推計であることに留意する。 

（１）年間新規発生数の推計 

今回の調査期間が令和５年４月～６月の３か月間であるため、上記１の 

（５）記載の高次脳機能障がいの診断又は疑いのある新規入院患者を対象者と

し、当該患者数（２４８人）に４を掛けて算出された人数を高次脳機能障がい

者の年間新規発生数と推計する。 
 

     ２４８人 × ４ ＝ ９９２人 
 

    なお、対象者を「診断のある者」（１５０人）とした場合は、以下のとおり

である。 
 

     １５０人 × ４ ＝ ６００人 
 

（２）高次脳機能障がい者数の推計 

年間新規発生数から県内の高次脳機能障がい者数を推計するため、年間新 

規発生数に、性別・年齢別の平均余命5を掛け合わせて算出された人数を高次

脳機能障がい者数と推計する。 

高次脳機能障がいの診断又は疑いのある新規入院患者に基づく年間新規発生

数（総数９９２人）に性別・年齢別の平均余命を掛け合わせて算出すると、 

７，０５４人（男性：３，７０６人、女性：３，３４８人）と推計される。 

 
5 「平均余命」は、東京都が高次脳機能障がい者の実態を把握するために、東京都高次脳機能障

害者実態調査検討委員会（会長：渡邉修医師）を設置して実施した「高次脳機能障害者実態調

査報告書」（平成２０年３月）に掲載されている脳卒中の平均余命データを参照している。 

 https://www.fukushi.metro.tokyo.lg.jp/joho/soshiki/syougai/seishiniryo/oshirase/kouji.html 
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なお、高次脳機能障がいの診断のある新規入院患者のみに基づく年間新規発

生数（総数６００人）に性別・年齢別の平均余命を掛け合わせて算出すると、

３，８２７人（男性：２，３４３人、女性：１，４８４人）と推計される。 

 

 

３ 関係機関との連携状況について 

対象医療機関において、脳血管疾患、外傷性脳損傷等による新規入院患者に関

して連絡・連携を取った関係機関について、「医療機関」の１２４件（１５．

９％）が最も多く、次に「居宅介護支援事業所」の４２件（５．４％）、「地域

包括支援センター」の３１件（４．０％）と続いており、「医療機関」や「市町

村」を除き、介護保険関連機関が上位を占めている。 

なお、連絡・連携を取った関係機関が「なし・無回答」は、５１５件（６６．

１％）となっている。 
 

（複数回答可） 連絡・連携を取った関係機関 回答数 構成比 

医療機関 1２４ 15.９% 

居宅介護支援事業所 ４２ ５.４% 

地域包括支援センター ３１ ４.０% 

ケアマネージャー １２ 1.５% 

有料老人ホーム １２ 1.５% 

介護老人保健施設 １１ 1.４% 

市町村 １０ １.３% 

特別養護老人ホーム ９ １.２% 

介護認定調査事務所 ６ 0.８% 

社会福祉協議会 ４ 0.５% 

老人（在宅）介護支援センター 4 0.5% 

障害者支援施設 ３ 0.４% 

訪問看護ステーション ３ 0.４% 

ケアハウス ２ 0.３% 

グループホーム 2 0.3% 

その他 ２２ ２.８% 

なし・無回答 515 66.1% 

母数(n=) 779  

 

また、高次脳機能障がいの診断又は疑いのある新規入院患者の場合は、「医療

機関」の３４件（１３．７％）が最も多く、連絡・連携を取った関係機関が「無

回答」は１４０件（５６．５％）となっている。 
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（複数回答可） 連絡・連携を取った関係機関 回答数 構成比 

医療機関 ３４ 1３.７% 

居宅介護支援事業所 ３０ １２.１% 

地域包括支援センター １９ ７.７% 

介護老人保健施設 ９ ３.６% 

市町村 ７ ２.８% 

ケアマネージャー ５ ２.０% 

介護認定調査事務所 ５ ２.０% 

有料老人ホーム ４ 1.６% 

特別養護老人ホーム ４ １.６% 

社会福祉協議会 ３ １.２% 

訪問看護ステーション ３ １.２% 

その他 １１ ４.４% 

無回答 140 ５6.５% 

母数(n=) ２４８  

 

 

４ 退院後の行き先について 

脳血管疾患、外傷性脳損傷等による新規入院患者の退院後の行先について、

「自宅」の４３９人（５６．４％）が最も多く、次に「医療機関（転院）」の１

６３人（２０．９％）、「入所施設」の９５人（１２．２％）と続いている。 
 

退院後の行き先 回答数 構成比 

自宅 439 56.4% 

医療機関（転院） 163 20.9% 

入所施設 95 12.2% 

無回答（入院中含む） 82 10.5% 

母数(n=) 779 100.0% 
 

また、高次脳機能障がいの診断又は疑いのある新規入院患者の場合は、「自宅」

の１０７人（４３．１％）が最も多く、次に「医療機関（転院）」の５１人（２

０．６％）、「入所施設」の３７人（１４．９％）と続いている。 
 

退院後の行き先 回答数 構成比 

自宅 １０７ ４３.１% 

医療機関（転院） ５１ 20.６% 

入所施設 ３７ 1４.９% 

無回答（入院中含む） ５３ ２１.４% 

母数(n=) ２４８ 100.0% 

 

 

５ 退院までの「高次脳機能障がいやその発症の可能性」の説明について 

脳血管疾患、外傷性脳損傷等による新規入院患者やその御家族に対して、退院

までに「高次脳機能障がいやその発症の可能性」の説明を行っているかについて、

「行っている」は１５件（１４．２％）、「行っていない」は９件（８．５％）。
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「高次脳機能障がいの疑いがある場合などケースに応じて行っている」は３０件

（２８．３％）、「専門外」は４６件（４３．４％）となっている。 
 

退院までの「高次脳機能障がいやその発症の可能性」の説明 回答数 構成比 

１．行っている 15 14.2% 

２．行っていない 9 8.5% 

３．高次脳機能障がいの疑いがある場合などケースに応じて行っている 30 28.3% 

４．脳血管疾患、外傷性脳損傷等による入院は専門外である 46 43.4% 

５．その他 1 0.9% 

無回答 5 4.7% 

母数(n=) 106 100.0% 

 

 

６ 支援・連携での困りごとについて 

対象医療機関において高次脳機能障がいへの支援・連携で困っていることにつ

いて、「自動車運転評価に係る支援・連携」の２４件（２２．６％）が最も多く、

次に「日常生活に係る支援・連携」の１９件（１７．９％）、「就労・就学に係る

支援・連携」の１６件（１５．１％）と続いている。 

なお、「特になし（専門外を含む）」は５７件（５３．８％）となっている。 
 

（複数回答可） 対象医療機関における支援・連携での困りごと 回答数 構成比 

１．診断・評価 10 9.4% 

２．本人・家族への説明 9 8.5% 

３．日常生活に係る支援・連携 19 17.9% 

４．社会保障制度（年金・手帳等）の利用 12 11.3% 

５．自動車運転評価に係る支援・連携 24 22.6% 

６．福祉サービスに係る支援・連携 14 13.2% 

７．就労・就学に係る支援・連携 16 15.1% 

８．地域での社会生活に係る支援・連携 14 13.2% 

９．特になし（専門外を含む） 57 53.8% 

１０．その他 １３ １２.３% 

母数(n=) 106   
 

また、「その他」の記述回答においては、上記項目と重複するものを除き、主

に、以下のような項目での回答が見受けられた（詳細な記述回答については、

「参考資料：令和５年度高次脳機能障がい実態把握調査報告書＜記述回答＞」参

照）。 
 

・  専門的知識を有するスタッフ（医師、看護師等）不足 

・  高次脳機能障がい者本人の評価・訓練拒否への対応 

・  本人及び周囲、社会における高次脳機能障がいへの理解不足 

・  高次脳機能障がい者への支援ケース不足 

・  自動車運転を諦めきれない方への対応  
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第３ 障害福祉サービス事業所調査 

 

ここでは、県内の障害福祉サービス事業所のうち、高次脳機能障がい者を受入可

能な事業所等（４５事業所のうち３８事業所回答）に対して、令和３年４月１日～

令和５年６月３０日の間の高次脳機能障がい者への支援・連携状況を調査すること

で、県内における地域支援ネットワークの実態・課題を把握する。 

 

１ 高次脳機能障がい者への支援について 

 （１）支援実績の有無 

令和３年４月１日～令和５年６月３０日の間の高次脳機能障がい者の支援 

実績の有無について、支援実績の「ある」事業所は２６事業所（６８．４％）、

「ない」事業所は１２事業所（３１．６％）となっており、当該期間における

支援実績人数（延べ人数）は２１７人である。 
 
（問１） 高次脳機能障がい者への支援実績 回答数 構成比 

ある 26 68.4% 

ない 12 31.6% 

母数(n=) 38 100.0% 

 

※サービスの継続・更新利用含む 

 

 （２）ケース情報 

対象事業所から提供いただいた利用者のケース情報（４３人分、個人を特定

できる情報を除く）によると、年齢（支援時）は「５０代」の１５人（３４．

９％）が最も多く、次に「６０代」（１８．６％）と続いている。 

また、原因疾患では「脳出血」の１４人（３２．６％）が最も多く、次に

「脳梗塞」及び「頭蓋内損傷（外傷性脳損傷）」がそれぞれ１０人（２３．

３％）と続いている。 
 

 

 

 

（問２） 支援年度 延べ人数 

R3 ７５ 

R4 ７０ 

R5.4～6 ７２ 

合 計 ２１７ 

（問３） 年齢（支援時） 回答数 構成比 

20 代 4 9.3% 

30 代 7 16.3% 

40 代 5 11.6% 

50 代 15 34.9% 

60 代 8 18.6% 

70 代 4 9.3% 

母数(n=) 43 100.0% 

（問３） 原因疾患 回答数 構成比 

脳出血 14 32.6% 

脳梗塞 10 23.3% 

頭蓋内損傷（外傷性脳損傷） １０ 23.3% 

くも膜下出血 4 9.3% 

脳炎・脳症 ３ ７.０% 

その他の疾患 ２ ４.７% 

母数(n=) 43 100.０% 
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さらに、障害者手帳の取得状況については、「身体障害者手帳のみ」の１７

人（３９．５％）が最も多く、「精神障害者保健福祉手帳のみ」の１６人（３

７．２％）と続いている。また、全体として高次脳機能障がいの診断のある者

は３５人となっている。 

高次脳機能障がいの主な症状については、「記憶障がい」の２３人（５３．

５％）が最も多く、次に「注意障がい」の２２人（５１．２％）、「遂行機能障

がい」の２０人（４６．５％）と続いている。 
 

（問３） 障害者手帳の取得状況 回答数 構成比 
うち高次脳機能障がい 

の診断のある人数 構成比 

身体のみ 17 39.5% １３ 3７.１% 

精神のみ 16 37.2% １３ 37.１% 

療育のみ 3 7.0% ３ ８.６% 

精神・身体・療育 1 2.3% １ 2.９% 

精神・身体 1 2.3% １ 2.９% 

精神・療育 1 2.3% ０ 2.3% 

なし 2 4.7% ２ 4.7% 

不明・無回答 2 4.7% ２ 4.7% 

母数(n=) 43 100.0% ３５ 100.０% 

  ※「身体」：身体障害者手帳、「精神」：精神障害者保健福祉手帳、「療育」：療育手帳 
 

（問３・複数回答可） 高次脳機能障がいの主な症状 回答数 構成比 

１．注意障がい ２２ ５１.２% 

２．記憶障がい ２３ 5３.５% 

３．遂行機能障がい ２０ 4６.５% 

４．社会的行動障がい １８ 4１.９% 

５．失語症 １４ 3２.６% 

６．失認・失行症 ３ ７.０% 

７．その他 ５ 1１.６% 

母数(n=) ４３   

 

 （３）支援を行った職員の職種 

支援実績のある対象事業所において支援を行った職員の職種について、「介

護福祉士」の１１人（４２．３％）が最も多く、次に「社会福祉士」の７人

（２６．９％）、「精神保健福祉士」及び「相談支援専門員」がそれぞれ６人

（２３．１％）と続いている。 

なお、「その他」については、主に、生活支援員や職業指導員が挙がってい

る。 
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（問４・複数回答可） 支援を行った職員の職種 回答数 構成比 

１．保健師 0 0.0% 

２．看護師 5 19.2% 

３．精神保健福祉士 6 23.1% 

４．臨床心理士 1 3.8% 

５．作業療法士 1 3.8% 

６．理学療法士 1 3.8% 

７．社会福祉士 7 26.9% 

８．相談支援専門員 6 23.1% 

９．介護支援専門員 3 11.5% 

１０．介護福祉士 11 42.3% 

１１．その他 13 50.0% 

母数(n=) 26   

 

 

２ 関係機関との連携状況について 

対象事業所における利用者に関して連携を取った関係機関について、「相談支

援事業所」の１９件（４４．２％）が最も多く、次に「医療機関」の１４件（３

２．６％）と続いている。 

なお、連絡・連携を取った関係機関が「なし」及び「無回答」の合計は、１０

件（２３．３％）となっている。 
 

（問３・複数回答可） 連携を取った関係機関 回答数 構成比 

相談支援事業所 1９ ４４.２% 

医療機関 １４ ３２.６% 

地域包括支援センター 1 2.3% 

救護施設 1 2.3% 

障がい者就業・生活支援センター 1 2.3% 

その他 2 4.7% 

なし 2 4.7% 

無回答 8 18.6% 

母数(n=) 43  

       ※回答数が「１」のものを「その他」として集計 

 

 

３ 支援・連携での困りごとについて 

対象事業所（支援実績の有無に関わらず）において高次脳機能障がいへの支

援・連携で困っていることについて、「高次脳機能障がい者への支援例がなく

（少なく）、経験を積む機会がない」の１６件（４２．１％）が最も多く、次に

「高次脳機能障がい者の症状や対応方法など生活支援に困った場合の相談先・窓

口がわからない」の１２件（３１．６％）、「高次脳機能障がい者への支援場面で

活用できる情報がどこで収集できるかわからない」の１０件（２６．３％）と続

いている。 
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（問５・複数回答可） 対象事業所における支援・連携での困りごと 回答数 構成比 

１．高次脳機能障がい者への支援の仕方がわからない 9 23.7% 

２．高次脳機能障がい者への支援例がなく（少なく）、経験を積む機会

がない 
16 42.1% 

３．高次脳機能障がい者への支援場面で活用できる情報がどこで収集

できるかわからない 
10 26.3% 

４．医療機関などの関係機関との高次脳機能障がいに関する連携の仕

方がわからない 
9 23.7% 

５．高次脳機能障がい者の症状や対応方法など生活支援に困った場合

の相談先・窓口がわからない 
12 31.6% 

６．その他 12 31.6% 

母数(n=) 38   
 

また、「その他」の記述回答においては、上記項目と重複するものを除き、主

に、以下のような項目での回答が見受けられた（詳細な記述回答については、

「参考資料：令和５年度高次脳機能障がい実態把握調査報告書＜記述回答＞」参

照）。 
 

・  支援者や家族などの周囲の高次脳機能障がいへの理解・知識不足 

・  高次脳機能障がい者との意思疎通の困難さ 

・  金銭面や周囲とのトラブルへの配慮 

・  自宅での支援や施設退所後の支援の方向性 
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第４ 相談支援事業所調査 

 

ここでは、県内の指定特定相談事業所等（１６１事業所のうち５５事業所回答）

に対して、令和３年４月１日～令和５年６月３０日の間の高次脳機能障がい者への

支援・連携状況を調査することで、県内における地域支援ネットワークの実態・課

題を把握する。 

 

１ 高次脳機能障がい者への支援について 

 （１）支援実績の有無 

令和３年４月１日～令和５年６月３０日の間の高次脳機能障がい者の支援 

実績の有無について、支援実績の「ある」事業所は２８事業所（５０．９％）、

「ない」事業所は２７事業所（４９．１％）となっており、当該期間における

支援実績人数（延べ人数）は２３７人である。 
 
（問１） 高次脳機能障がい者への支援実績 回答数 構成比 

ある 2８ ５０.９% 

ない ２７ ４９.１% 

母数(n=) ５５ 100.0% 

 

※サービスの継続・更新利用含む 

 

 （２）ケース情報 

対象相談支援事業所から提供いただいた利用者のケース情報（５９人分、個

人を特定できる情報を除く）によると、年齢（支援時）は「５０代」の１８人

（３０．５％）が最も多く、次に「４０代」及び「６０代」がそれぞれ１１人

（１８．６％）と続いている。 

また、原因疾患では「脳出血」の１９人（３２．２％）が最も多く、次に

「頭蓋内損傷（外傷性脳損傷）」の１４人（２３．７％）と続いている。 
 

 

（問２） 支援年度 延べ人数 

R3 ８３ 

R4 ７５ 

R5.4～6 ７９ 

合 計 ２３７ 

（問３） 年齢（支援時） 回答数 構成比 

10 歳未満 3 5.1% 

10 代 2 3.4% 

20 代 4 6.8% 

30 代 9 15.3% 

40 代 11 18.6% 

50 代 18 30.5% 

60 代 11 18.6% 

70 代 1 1.7% 

母数(n=) ５９ 100.0% 

（問３） 原因疾患 回答数 構成比 

脳出血 19 32.2% 

頭蓋内損傷（外傷性脳損傷） 14 23.7% 

脳梗塞 7 11.9% 

脳炎・脳症 4 6.8% 

くも膜下出血 2 3.4% 

脳腫瘍 2 3.4% 

低酸素脳症 2 3.4% 

神経系の疾患 2 3.4% 

その他の疾患 3 5.1% 

不明 4 6.8% 

母数(n=) 59 100.0% 
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さらに、障害者手帳の取得状況については、「精神障害者保健福祉手帳のみ」

の２８人（４７．５％）が最も多く、「身体障害者手帳のみ」の１３人（２２．

０％）と続いている。また、全体として高次脳機能障がいの診断のある者は５

２人となっている。 

高次脳機能障がいの主な症状については、「記憶障がい」の３６人（６１．

０％）が最も多く、次に「遂行機能障がい」の３５人（５９．３％）、「注意障

がい」の３２人（５４．２％）と続いている。 
 

（問３） 障害者手帳の取得状況 回答数 構成比 
うち高次脳機能障がい 

の診断のある人数 構成比 

精神のみ 28 47.5% ２５ ４８.１% 

身体のみ 13 22.0% １１ ２１.２% 

精神・身体 7 11.9% ６ １１.５% 

療育のみ 1 1.7% １ １.９% 

精神・療育 1 1.7% １ １.９% 

身体・療育 1 1.7% ０ ０.０% 

なし 3 5.1% ３ ５.８% 

不明・無回答 5 8.5% ５ ９.６% 

母数(n=) 59 100.0% ５２ 100.０% 

  ※「身体」：身体障害者手帳、「精神」：精神障害者保健福祉手帳、「療育」：療育手帳 
 

（問３・複数回答可） 高次脳機能障がいの主な症状 回答数 構成比 

１．注意障がい ３２ 54.２% 

２．記憶障がい ３６ ６１.０% 

３．遂行機能障がい ３５ ５９.３% 

４．社会的行動障がい ３１ ５２.５% 

５．失語症 １６ ２７.１% 

６．失認・失行症 １３ ２２.０% 

７．その他 ５ ８.５% 

母数(n=) ５９   

 

 （３）支援を行った職員の職種 

支援実績のある対象相談支援事業所において支援を行った職員の職種につい

て、「相談支援専門員」の２３人（８２．１％）が最も多く、次に「精神保健

福祉士」の１３人（４６．４％）、「社会福祉士」及び「介護支援専門員」がそ

れぞれ９人（３２．１％）と続いている。 
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（問４・複数回答可） 支援を行った職員の職種 回答数 構成比 

１．保健師 2 7.1% 

２．看護師 7 25.0% 

３．精神保健福祉士 13 46.4% 

４．臨床心理士 0 0.0% 

５．作業療法士 3 10.7% 

６．理学療法士 3 10.7% 

７．社会福祉士 9 32.1% 

８．相談支援専門員 23 82.1% 

９．介護支援専門員 9 32.1% 

１０．介護福祉士 6 21.4% 

１１．その他 6 21.4% 

母数(n=) 28   

 

 

２ 関係機関との連携状況について 

対象相談支援事業所における利用者に関して連携を取った関係機関について、

「医療機関」の２４件（４０．７％）が最も多く、次に「就労継続支援事業所」

の４件（６．８％）と続いている。 
 

（問３・複数回答可） 連携を取った関係機関 回答数 構成比 

医療機関 24 40.7% 

就労継続支援事業所 4 6.8% 

就労移行支援事業所 2 3.4% 

就労先 2 3.4% 

行政機関 2 3.4% 

基幹相談支援センター 2 3.4% 

相談支援事業所 2 3.4% 

居宅介護支援事業所 2 3.4% 

障害者支援施設 2 3.4% 

訪問看護ステーション 2 3.4% 

その他 １３ ２２.０% 

無回答 １３ ２２.０% 

母数(n=) ５９  

       ※回答数が「１」のものを「その他」として集計 

 

３ 支援・連携での困りごとについて 

   対象相談支援事業所（支援実績の有無に関わらず）において高次脳機能障が

いへの支援・連携で困っていることについて、「高次脳機能障がい者への支援例

がなく（少なく）、経験を積む機会がない」の３４件（６１．８％）が最も多く、

次に「高次脳機能障がい者への支援場面で活用できる情報がどこで収集できる

かわからない」の１６件（２９．１％）、「高次脳機能障がい者の症状や対応方

法など生活支援に困った場合の相談先・窓口がわからない」の１３件（２３．

６％）と続いている。 
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（問５・複数回答可） 対象相談支援事業所における支援・連携での困りごと 回答数 構成比 

１．高次脳機能障がい者への支援の仕方がわからない 12 21.8% 

２．高次脳機能障がい者への支援例がなく（少なく）、経験を積む機会がない 34 61.8% 

３．高次脳機能障がい者への支援場面で活用できる情報がどこで収集できる

かわからない 
16 29.1% 

４．医療機関などの関係機関との高次脳機能障がいに関する連携の仕方が

わからない 
12 21.8% 

５．高次脳機能障がい者の症状や対応方法など生活支援に困った場合の相

談先・窓口がわからない 
13 23.6% 

６．その他 21 38.2% 

母数(n=) 55   
 

   また、「その他」の記述回答においては、上記項目と重複するものを除き、主

に、以下のような項目での回答が見受けられた（詳細な記述回答については、

「参考資料：令和５年度高次脳機能障がい実態把握調査報告書＜記述回答＞」

参照）。 
 

・  高次脳機能障がい支援に係る社会資源不足 

・  小児の高次脳機能障がい支援・理解に係る情報共有方法 

・  高次脳機能障がい支援における本人の希望とできることとのギャップを埋

めること 

・  本人及び周囲の高次脳機能障がいへの理解不足 

・  周囲とのトラブルへの対応 

・  ほかの病症を併合している高次脳機能障がい者の症状の見極めの困難さ 

・  高次脳機能障がい者との意思疎通の困難さ 

・  高次脳機能障がいと思われる症状がみられた方の診断書取得までの支援 

・  支援者のための専門的相談窓口の設置 
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第５ 地域包括支援センター調査 

 

ここでは、県内の地域包括支援センター（７０機関のうち５７機関回答）に対し

て、令和３年４月１日～令和５年６月３０日の間の高次脳機能障がい者への支援・

連携状況を調査することで、県内における地域支援ネットワークの実態・課題を把

握する。 

 

１ 高次脳機能障がい者への支援について 

 （１）支援実績の有無 

令和３年４月１日～令和５年６月３０日の間の高次脳機能障がい者の支援 

実績の有無について、支援実績の「ある」機関は３１機関（５４．４％）、「な

い」機関は２６機関（４５．６％）となっており、当該期間における支援実績

人数（延べ人数）は１２６人である。 
 
（問１） 高次脳機能障がい者への支援実績 回答数 構成比 

ある 31 54.4% 

ない 26 45.6% 

母数(n=) 57 100.0% 

 

 

（２）ケース情報 

対象機関から提供いただいた利用者のケース情報（９０人分、個人を特定で

きる情報を除く）によると、年齢（支援時）は「７０代」の３８人（４２．

２％）が最も多く、次に「６０代」の２２人（２４．４％）、「８０代」の２０

人（２２．２％）と続いている。 

また、原因疾患では「脳梗塞」の４２人（４６．７％）が最も多く、次に

「脳出血」の２９人（３２．２％）と続いている。 
 

 

※介護保険制度による介護保険サービスは、６５歳以上で支援や介護を必要とすると認められた方、

又は４０～６４歳で脳血管疾患等の特定疾病により要支援・要介護状態になった方を対象としてい

る。 

 

（問２） 支援年度 延べ人数 

R3 ５４ 

R4 ４５ 

R5.4～6 ２７ 

合 計 １２６ 

（問３） 年齢（支援時） 回答数 構成比 

40 代 3 3.3% 

50 代 6 ６.７% 

60 代 22 2４.４% 

70 代 3８ 4２.2% 

８0 代 ２０ 22.２% 

９０ 代 １ １．１％ 

母数(n=) ９０ 100.０% 

（問３） 原因疾患 回答数 構成比 

脳梗塞 4２ 4６.７% 

脳出血 2９ 3２.２% 

くも膜下出血 9 10.０% 

頭蓋内損傷（外傷性脳損傷） 6 ６.７% 

その他 ２ ２.2% 

不明 2 2.２% 

母数(n=) ９０ 100.０% 
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さらに、障害者手帳の取得状況については、「身体障害者手帳のみ」の１９

人（２１．１％）が最も多く、「精神障害者保健福祉手帳のみ」の５人（５．

６％）と続いている。また、全体として高次脳機能障がいの診断のある者は７

０人となっている。 

高次脳機能障がいの主な症状については、「注意障がい」の５３人（５８．

９％）が最も多く、次に「記憶障がい」の３３人（３６．７％）、「失語症」の

２３人（２５．６％）と続いている。 
 

（問 3） 障害者手帳の取得状況 回答数 構成比 
うち高次脳機能障がい 

の診断のある人数 構成比 

身体のみ 19 21.1% １１ １５.７% 

精神のみ 5 5.6% ４ ５.７% 

なし 19 21.1% １７ ２４.３% 

不明・無回答 47 52.2% ３８ ５４.３% 

母数(n=) 90 100.0% ７０ 100.０% 

  ※「身体」：身体障害者手帳、「精神」：精神障害者保健福祉手帳 
 

（問３・複数回答可） 高次脳機能障がいの主な症状 回答数 構成比 

１．注意障がい ５３ 5８.９% 

２．記憶障がい ３３ ３６.７% 

３．遂行機能障がい ２１ ２３.３% 

４．社会的行動障がい １４ １５.６% 

５．失語症 ２３ ２５.６% 

６．失認・失行症 １０ １１.１% 

７．その他 ４ 4.４% 

母数(n=) ９０   

 

 （３）支援を行った職員の職種 

支援実績のある対象機関において支援を行った職員の職種について、「社会

福祉士」及び「介護支援専門員」がそれぞれ１９人（６１．３％）と最も多く、

次に「保健師」の１２人（３８．７％）と続いている。 
 

（問４・複数回答可） 支援を行った職員の職種 回答数 構成比 

１．保健師 12 38.7% 

２．看護師 6 19.4% 

３．精神保健福祉士 1 3.2% 

４．臨床心理士 0 0.0% 

５．作業療法士 2 6.5% 

６．理学療法士 5 16.1% 

７．社会福祉士 19 61.3% 

８．相談支援専門員 3 9.7% 

９．介護支援専門員 19 61.3% 

１０．介護福祉士 5 16.1% 

１１．その他 1 3.2% 

母数(n=) 31   
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２ 関係機関との連携状況について 

対象機関における利用者に関して連携を取った関係機関について、「医療機関」

の５９件（６５．６％）が最も多く、次に「通所型サービス事業所」の８件（８．

９％）と続いている。 
 

（問３・複数回答可） 連携を取った関係機関 回答数 構成比 

医療機関 59 65.6% 

通所型サービス事業所 8 8.9% 

居宅介護支援事業所 3 3.3% 

地域包括支援センター 2 2.2% 

障害福祉サービス事業所 2 2.2% 

介護保険サービス事業所 2 2.2% 

その他 １４ １５.６% 

無回答 １７ 18.９% 

母数(n=) ９０  

       ※回答数が「１」のものを「その他」として集計 

 

３ 支援・連携での困りごとについて 

   対象機関（支援実績の有無に関わらず）において高次脳機能障がいへの支

援・連携で困っていることについて、「高次脳機能障がい者への支援例がなく

（少なく）、経験を積む機会がない」の２９件（５０．９％）が最も多く、次に

「高次脳機能障がい者への支援場面で活用できる情報がどこで収集できるかわ

からない」の２６件（４５．６％）、「高次脳機能障がい者の症状や対応方法な

ど生活支援に困った場合の相談先・窓口がわからない」の２２件（３８．６％）

と続いている。 
 

（問５・複数回答可） 対象相談支援事業所における支援・連携での困りごと 回答数 構成比 

１．高次脳機能障がい者への支援の仕方がわからない 17 29.8% 

２．高次脳機能障がい者への支援例がなく（少なく）、経験を積む機会がない 29 50.9% 

３．高次脳機能障がい者への支援場面で活用できる情報がどこで収集できる

かわからない 
26 45.6% 

４．医療機関などの関係機関との高次脳機能障がいに関する連携の仕方が

わからない 
19 33.3% 

５．高次脳機能障がい者の症状や対応方法など生活支援に困った場合の相

談先・窓口がわからない 
22 38.6% 

６．その他 18 31.6% 

母数(n=) 57   
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また、「その他」の記述回答においては、上記項目と重複するものを除き、主

に、以下のような項目での回答が見受けられた（詳細な記述回答については、

「参考資料：令和５年度高次脳機能障がい実態把握調査報告書＜記述回答＞」参

照）。 
 

・  家族会などの支援方法や休息が得られる場の提供 

・  専門職が支援に係る具体的な助言を得られる場の提供 

・  未経験者のための事例紹介や意見交換の場の提供 

・  若年をはじめ高次脳機能障がい者に適したサービスの少なさ 

・  介護保険サービス優先による障害福祉サービスとの連携不調 

・  高齢者における認知症との混同 

・  家族、支援者、地域住民等の高次脳機能障がいに対する理解不足 

・  高次脳機能障がいの診断がされていないケースの多さ 

・  家族のサポートがなくなった場合の課題が顕在化していないこと 

・  診断・治療を受けた医療機関と現在のかかりつけ医の違いによる連携不調 

・  高次脳機能障がい者との意思疎通の困難さ 

・  相談機関、介護保険サービス事業所、医療機関、行政との支援・連携体制

の構築の必要性 
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第６ 本人調査 

 

ここでは、高次脳機能障がい当事者（本人）等への調査を通じて、その状況やニ

ーズなどを把握する。 

 

１ 回答状況及び回答者について 

調査票の回収は、対象機関・事業所等、通所教室、家族会に協力を依頼し、４

２件の回答を得た。回答者については、「本人が答える」が３０人（７１．４％）

と最も多い。 
 

 

 

２ 高次脳機能障がい当事者（本人）の属性について 

 （１）年齢・性別 

年齢別にみると、「４０代」及び「６０代」の割合（ともに２３．８％）が

最も高く、次に「５０代」（２１．４％）、「７０歳以上」（１４．３％）と続い

ている。 

また、性別では、男性が２９人（６９．０％）、女性が１３人（３１．０％）

であり男性の方が多かった。 
 

（問２） 年齢 回答数 構成比 

１．１０歳未満 0 0.0% 

２．１０代 1 2.4% 

３．２０代 4 9.5% 

４．３０代 2 4.8% 

５．４０代 10 23.8% 

６．５０代 9 21.4% 

７．６０代 10 23.8% 

８．７０歳以上 6 14.3% 

母数(n=) 42 100.0% 

 

 

 

（問１） 回答者 回答数 構成比 

１．本人が答える 30 71.4% 

２．本人の意思を確認しながら、家族や支援者が答える。 6 14.3% 

３．本人の意思を確認するのは困難であり、本人の立場に立って 

家族や支援者が答える。 
6 14.3% 

４．その他 0 0.0% 

母数(n=) 42 100.0% 

（問３） 性別 回答数 構成比 

１．男性 29 69.0% 

２．女性 13 31.0% 

３．回答しない 0 0.0% 

母数(n=) 42 100.0% 



24 
 

（２）現在の住まい 

   現在の住まいは、「自宅」が３６人（８５．７％）と最も多く、次に「社会

福祉施設に入所、または医療機関に入院」が６人（１４．３％）となってい

る。 
 

 

 

 

 

 

 

（３）同居者 

   同居者の有無について、「一人暮らし」の方が８人（１９．０％）、「グルー

プホームや社会福祉施設を利用、または医療機関に入院」している方が６人

（１４．３％）で、誰かと同居している方が２８人（６６．７％）となって

いる。 

   また、同居者は、「母親」の１８人（４２．９％）が最も多く、次に「配偶

者」の９人（２１．４％）、「父親」の８人（１９．０％）と続いている。 
 

（問５・複数回答可） 同居者 回答数 構成比 

１．一人暮らし 8 19.0% 

２．配偶者 9 21.4% 

３．父親 8 19.0% 

４．母親 18 42.9% 

５．子ども 6 14.3% 

６．兄弟姉妹 5 11.9% 

７．祖父母 0 0.0% 

８．親せき 0 0.0% 

９．グループホームや社会福祉施設を利用、または医療機関に入院 6 14.3% 

１０．その他 2 4.8% 

母数(n=) 42   

 

 

３ 高次脳機能障がい当事者（本人）の状態について 

 （１）高次脳機能障がいの症状 

「注意障がい」の３１人（７３．８％）が最も多く、次に「記憶障がい」 

の２７人（６４．３％）、「遂行機能障がい」の２３人（５４．８％）と続いて

いる。 
 
 

（問４） 現在の住まい 回答数 構成比 

１．自宅 36 85.7% 

２．グループホーム 0 0.0% 

３．社会福祉施設に入所、または医療機関に入院 6 14.3% 

４．その他 0 0.0% 

母数(n=) 42 100.0% 
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（問６・複数回答可） 高次脳機能障がいの症状 回答数 構成比 

１．記憶障がい 27 64.3% 

２．注意障がい 31 73.8% 

３．遂行機能障がい 23 54.8% 

４．社会的行動障がい 13 31.0% 

５．失語症 15 35.7% 

６．失認・失行症 10 23.8% 

７．わからない 0 0.0% 

８．その他 3 7.1% 

母数(n=) 42   

 

 （２）原因疾患 

高次脳機能障がいの原因疾患は、「脳卒中」の２２人（５２．４％）が最も

多く、次に「外傷性脳損傷」の１３人（３１．０％）、「脳腫瘍」の４人（９．

５％）と続いている。 
 

（問７・複数回答可） 原因疾患 回答数 構成比 

１．脳卒中（脳梗塞、脳出血、くも膜下出血） 22 52.4% 

２．外傷性脳損傷（交通事故・転倒・転落等による脳挫傷、びまん性軸索損傷など） 13 31.0% 

３．脳炎・脳症 1 2.4% 

４．脳腫瘍 4 9.5% 

５．低酸素脳症 2 4.8% 

６．わからない 0 0.0% 

７．その他 1 2.4% 

母数(n=) 42  

 

 （３）受傷・発症年齢 

原因疾患の受傷・発症年齢は、「１０代」の８人（１９．０％）が最も高く、

次に「４０代」及び「５０代」、「６０代」がそれぞれ７人（１６．７％）と続

いている。 
 

（問８） 受傷・発症年齢 回答数 構成比 

１．１０歳未満 3 7.1% 

２．１０代 8 19.0% 

３．２０代 4 9.5% 

４．３０代 3 7.1% 

５．４０代 7 16.7% 

６．５０代 7 16.7% 

７．６０代 7 16.7% 

８．７０歳以上 1 2.4% 

９．わからない 1 2.4% 

無回答 1 2.4% 

母数(n=) 42 100.0% 
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（４）最初にかかった医療機関 

原因疾患の受傷・発症後に最初にかかった医療機関は、「救急病院」の２４

人（５７．１％）が最も多く、次に「一般病院」の１３人（３１．０％）と続

いている。 
 

（問９） 最初にかかった医療機関 回答数 構成比 

１．救急病院 24 57.1% 

２．一般病院 13 31.0% 

３．わからない 3 7.1% 

４．その他 1 2.4% 

無回答 1 2.4% 

母数(n=) 42 100.0% 

 

 （５）最初にかかった医療機関の診療科 

原因疾患の受傷・発症後に最初にかかった医療機関の診療科は、「脳神経外

科」の１７人（４０．５％）が最も多く、次に「救急診療科」の１２人（２８．

６％）と続いている。 
 

(問１０) 最初にかかった診療科 回答数 構成比 

１．救急診療科 12 28.6% 

２．脳神経外科 17 40.5% 

３．神経内科 1 2.4% 

４．外科 2 4.8% 

５．整形外科 0 0.0% 

６．リハビリテーション科 2 4.8% 

７．内科 2 4.8% 

８．精神科 0 0.0% 

９．わからない 4 9.5% 

１０．その他 1 2.4% 

無回答 1 2.4% 

母数(n=) 42 100.0% 

 

 （６）現在通院している医療機関の診療科 

現在の通院状況について、「通院していない」人は８人（１９．０％）、「通

院している」人は３４人（８１．０％）となっている。 

また、現在通院している医療機関の診療科は、「脳神経外科」の１２人（２

８．６％）が最も多く、次に「内科」の１０人（２３．８％）、「精神科」の９

人（２１．４％）、「リハビリテーション科」の８人（１９．０％）と続いてい

る。 

 
 
 



27 
 

（問１１・複数回答可） 通院している診療科 回答数 構成比 

１．通院していない 8 19.0% 

２．脳神経外科 12 28.6% 

３．神経内科 1 2.4% 

４．外科 0 0.0% 

５．整形外科 4 9.5% 

６．リハビリテーション科 8 19.0% 

７．内科 10 23.8% 

８．精神科 9 21.4% 

９．わからない 0 0.0% 

１０．その他 2 4.8% 

母数(n=) 42   

 

 （７）身体の障がい 

原因疾患を受傷・発症した後の身体への障がいについて、「ない」人は１４

人（３３．３％）、「ある」人は２８人（６６．７％）となっている。 

また、身体の障がいの内訳は、「手足のまひ」の１４人（３３．３％）が最

も多く、次に「歩行時のふらつき」及び「その他」がそれぞれ９人（２１．

４％）と続いている。「その他」では、視覚、聴覚、言語への影響などが挙げ

られている。 
 

（問１２・複数回答可） 受傷・発症後の身体への障がい 回答数 構成比 

１．ない 14 33.3% 

２．手足のまひ 14 33.3% 

３．手足のふるえ 4 9.5% 

４．歩行時のふらつき 9 21.4% 

５．食べ物のそしゃくや飲み込みが悪い 3 7.1% 

６．その他 9 21.4% 

母数(n=) 42   

 

 （８）日常生活能力 

日常生活において、「手助けは必要ない」人は１０人（２３．８％）、必要あ

る人は３２人（７６．２％）となっている。 

また、手助けが必要なことの内訳は、「金銭管理」の２０人（４７．６％）

が最も多く、次に「心のケア（メンタルヘルスケア）」の１９人（４５．２％）、

「スケジュール管理」及び「外出」がそれぞれ１７人（４０．５％）と続いて

いる。 
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（問１３・複数回答可） 日常生活での手助け 回答数 構成比 

１．手助けは必要ない 10 23.8% 

２．スケジュール管理 17 40.5% 

３．金銭管理 20 47.6% 

４．心のケア（メンタルヘルスケア） 19 45.2% 

５．歩行 9 21.4% 

６．外出 17 40.5% 

７．食事 6 14.3% 

８．入浴 7 16.7% 

９．トイレ 5 11.9% 

１０．着替え 8 19.0% 

１１．整容（歯磨き・洗顔・整髪・爪切り・髭剃りなど） 8 19.0% 

１２．その他 4 9.5% 

母数(n=) 42   

 

 （９）現在の外出頻度 

通院・通所も含む外出の頻度について、「ほとんど毎日」の１８人（４２．

９％）が最も多く、次に「週に４・５日」の８人（１９．０％）、「週に２・３

日」の７人（１６．７％）と続いている。 

なお、「ほとんど外出しない」は、５人（１１．９％）となっている。 
 

（問１４） 外出頻度 回答数 構成比 

１．ほとんど毎日 18 42.9% 

２．週に４・５日 8 19.0% 

３．週に２・３日 7 16.7% 

４．週に１日 1 2.4% 

５．月に１・２日 3 7.1% 

６．ほとんど外出しない 5 11.9% 

母数(n=) 42 100.0% 

 

 （10）外出時の主な交通手段 

外出時の主な交通手段は、「自家用車」の２２人（５９．５％）が最も多く、

次に「徒歩」の１２人（３２．４％）、「バス」の９人（２４．３％）と続いて

いる。 
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（問１５・複数回答可） 主な交通手段 回答数 構成比 

１．鉄道 5 13.5% 

２．バス 9 24.3% 

３．タクシー 6 16.2% 

４．自家用車 22 59.5% 

５．移動支援などの福祉サービス 6 16.2% 

６．自転車 5 13.5% 

７．バイク 1 2.7% 

８．車いす 0 0.0% 

９．徒歩 12 32.4% 

１０．その他 2 5.4% 

母数(n=) 37   

 

 （11）「高次脳機能障がい」発症後の外出頻度の変化 

「高次脳機能障がい」発症後の外出頻度の変化について、「減少した（前より

外出しなくなった）」の２５人（５９．５％）が最も多く、次に「変わらない」

の８人（１９．０％）と続いている。 
 

（問１６） 発症後の外出頻度の変化 回答数 構成比 

１．変わらない 8 19.0% 

２．減少した（前より外出しなくなった） 25 59.5% 

３．増加した（前より外出するようになった） 5 11.9% 

４．わからない 3 7.1% 

５．その他 1 2.4% 

母数(n=) 42 100.0% 
 

また、外出頻度が「減少した（前より外出しなくなった）」理由については、

「自分ひとりでは外出できない（介助者がいない）」の１１人（４４．０％）が

最も多く、次に「人とのコミュニケーションが取りにくい（疲れる）」の９人

（３６．０％）、「心理的に外に出たくない」の８人（３２．０％）と続いている。 
 

（問１７・複数回答可） 外出頻度が減った理由 回答数 構成比 

１．外出先（社会参加の場）がない 6 24.0% 

２．心理的に外に出たくない 8 32.0% 

３．移動手段がない 6 24.0% 

４．道に迷うことがある 6 24.0% 

５．人とのコミュニケーションが取りにくい（疲れる） 9 36.0% 

６．自分ひとりでは外出できない（介助者がいない） 11 44.0% 

７．音や光などの刺激がわずらわしい 2 8.0% 

８．わからない 0 0.0% 

９．その他 3 12.0% 

母数(n=) 25   
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４ 障害者手帳について 

 （１）精神障害者保健福祉手帳の取得状況 

高次脳機能障がいによる精神障害者保健福祉手帳の取得状況について、取得

していない人は２２人（５２．４％）、取得している人は１７人（４０．５％）、

不明（わからない）・無回答は３人（７．１％）となっている。 

また、取得している手帳の等級については、「２級」の１０人（２３．８％）

が最も多い状況である。 
 

（問１８） 「精神障害者保健福祉手帳」の取得状況 回答数 構成比 

１．１級 2 4.8% 

２．２級 10 23.8% 

３．３級 5 11.9% 

４．わからない 2 4.8% 

５．精神障害者保健福祉手帳の交付は受けていない 22 52.4% 

無回答 1 2.4% 

母数(n=) 42 100.0% 

 

 （２）身体障害者手帳の取得状況 

身体障害者手帳の取得状況について、取得していない人は２３人（５４．

８％）、取得している人は１５人（３５．７％）、不明（わからない）は４人

（９．５％）となっている。 

また、取得している手帳の等級については、「２級」の８人（１９．０％）

が最も多い状況である。 
 

（問１９） 「身体障害者手帳」の取得状況 回答数 構成比 

１．１級 2 4.8% 

２．２級 8 19.0% 

３．３級 3 7.1% 

４．４級 1 2.4% 

５．５級 1 2.4% 

６．６級 0 0.0% 

７．わからない 4 9.5% 

８．身体障害者手帳の交付は受けていない 23 54.8% 

母数(n=) 42 100.0% 
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 （３）療育手帳の取得状況 

療育手帳の取得状況について、取得していない人は３４人（８１．０％）、

取得している人は４人（９．５％）、不明（わからない）・無回答は４人（９．

５％）となっている。 

また、取得している手帳の等級については、「Ａ」の３人（７．１％）が最

も多い状況である。 
 

（問２０） 「療育手帳」の取得状況 回答数 構成比 

１．A 3 7.1% 

２．B1 0 0.0% 

３．B2 1 2.4% 

４．わからない 2 4.8% 

５．療育手帳の交付は受けていない 34 81.0% 

無回答 2 4.8% 

母数(n=) 42 100.0% 

 

 （４）各障害者手帳の取得状況 

各障害者手帳の取得状況をクロス集計した結果、いずれかの障害者手帳を 

取得している人は２８人（６６．７％）、いずれの障害者手帳も取得していな

い人は１４人（３３．３％）となっている。 

また、取得している障害者手帳としては、「精神障害者保健福祉手帳のみ」

の人が１２人（２８．６％）と最も多く、次に「身体障害者手帳のみ」の人が

７人（１６．７％）と続いている。 
 

「各障害者手帳」の取得状況 回答数 構成比 

１．精神○・身体○・療育○ ０ 0.0% 

２．精神○・身体○・療育× ５ 11.9% 

３．精神○・身体×・療育○ ０ 0.0% 

４．精神○・身体×・療育× １２ 28.6% 

５．精神×・身体○・療育○ ３ 7.1% 

６．精神×・身体○・療育× ７ 16.7% 

７．精神×・身体×・療育○ １ 2.4% 

８．精神×・身体×・療育× １４ 33.3% 

母数(n=) 42 100.0% 

       ※「○」＝取得あり、「×」＝取得なし（不明（わからない）・無回答を含む） 
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５ 公的支援の受給状況について 

（１）公的年金（障害年金など）や公的手当（特別障害者手当など）などの受給状況  

公的年金や公的手当等の受給状況について、「受給している」人は２３人

（５４．８％）と最も多く、「受給していない」人は１５人（３５．７％）と

なっている。 
 

（問２１） 公的年金や公的手当の受給状況 回答数 構成比 

１．受給している 23 54.8% 

２．受給していない 15 35.7% 

３．わからない 3 7.1% 

４．その他 0 0.0% 

無回答 1 2.4% 

母数(n=) 42 100.0% 

 

（２）介護保険の認定状況 

介護保険の認定状況について、認定を「受けていない」人が３３人（７８．

６％）で、「受けている」人は５人（１１．９％）となっている。 
 

（問２２） 介護保険の認定の状況 回答数 構成比 

１．受けている 5 11.9% 

２．受けていない 33 78.6% 

３．わからない 3 7.1% 

４．その他 0 0.0% 

無回答 1 2.4% 

母数(n=) 42 100.0% 

 

 

６ 障害福祉サービスの利用状況について 

障害福祉サービスの利用状況について、「利用している」人が１０人（２３．

８％）で、「利用していない」人は２７人（６４．３％）となっている。 
 

（問２３） 障害福祉サービスの利用状況 回答数 構成比 

１．利用している １０ ２３.８% 

２．利用していない 2７ 6４.３% 

３．わからない 3 7.1% 

無回答 2 4.8% 

母数(n=) 42 100.0% 
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また、障害福祉サービスごとの利用状況については、外出支援の「移動支援」

及び福祉用具の「補装具」、訓練・就労支援の「就労継続支援（Ｂ型）」がそれ

ぞれ３人（３７．５％）と最も多く、次に入所系支援の「施設入所支援」及び訓

練・就労支援の「就労継続支援（Ａ型）」がそれぞれ２人（２５．０％）と続い

ている。 
 

（問２４・複数回答可） 障害福祉サービスの利用状況 回答数 構成比 

１．訪問系支援 

ア 居宅介護（ホームヘルプ）  0 0.0% 

イ 重度訪問介護 0 0.0% 

ウ 居宅訪問型児童発達支援 0 0.0% 

エ 保育所等訪問支援 0 0.0% 

オ 重度障害者等包括支援 0 0.0% 

２．通所系支援 

カ 放課後等デイサービス  0 0.0% 

キ 児童発達支援 0 0.0% 

ク 生活介護 0 0.0% 

３．入所系支援 

ケ 短期入所（ショートステイ）  0 0.0% 

コ 療養介護 0 0.0% 

サ 施設入所支援 2 25.0% 

シ 障害児入所支援 0 0.0% 

４．外出支援 

ス 同行援護 1 12.5% 

セ 行動援護 0 0.0% 

ソ 移動支援 3 37.5% 

５．訓練・就労支援 

タ 就労継続支援（Ａ型） ２ 25.0% 

チ 就労継続支援（Ｂ型） ３ 37.5% 

ツ 就労移行支援 0 0.0% 

テ 就労定着支援 0 0.0% 

ト 自立訓練（機能訓練、生活訓練、宿泊型自立訓練） 0 0.0% 

６．居住支援 ナ グループホーム 0 0.0% 

７．相談支援 

ニ 計画相談支援 1 12.5% 

ヌ 障害児相談支援 0 0.0% 

ネ 自立生活援助 0 0.0% 

ノ 地域移行支援 0 0.0% 

ハ 地域定着支援 0 0.0% 

８．医療費支援 
ヒ 自立支援医療（育成医療、更生医療、精神通院医療） 0 0.0% 

フ 重症心身障害者医療費助成制度 1 12.5% 

９．福祉用具 
ヘ 補装具 3 37.5% 

ホ 日常生活用具 1 12.5% 

１０．その他 その他 1 12.5% 

母数(n=) １０   
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７ 就学・就労状況について 

 （１）就学状況 

就学状況について、学校等に「通っていない（卒業している又は通う前）」

人は３６人（８５．７％）、「通っている」人は３人（７．１％）、無回答は３

人（７．１％）となっている。 
 

（問２５） 就学状況 回答数 構成比 

１．通っていない（卒業している又は通う前） 36 85.7% 

２．通っている 3 7.1% 

３．その他 0 0.0% 

無回答 3 7.1% 

母数(n=) 42 100.0% 

※小中学校・高校・大学・大学院・専門学校等を含む 

 

 （２）学校・教育・就労準備での困りごと 

就学している人の学校・教育・就労準備での困りごとについて、「周囲から

障がい特性に応じた配慮・理解が得られない（不安がある）」の３人（１００．

０％）が最も多く、次に「学校卒業後の進路の選択が不安である」の２人（６

６．７％）と続いている。 
 

（問２６・複数回答可） 学校・教育・就労準備での困りごと 回答数 構成比 

１．授業内容が分からない 1 33.3% 

２．学校に登校できない 0 0.0% 

３．学校や放課後の居場所がない 0 0.0% 

４．学校での友達との関係づくりがうまくできない 1 33.3% 

５．教職員に相談する場所・機会がない 0 0.0% 

６．周囲から障がい特性に応じた配慮・理解が得られない（不安がある） 3 100.0% 

７．学校卒業後の進路の選択が不安である 2 66.7% 

８．就労するための準備のカリキュラムがなく、働けるか不安である。  0 0.0% 

９．長期休暇の際の居場所がない 0 0.0% 

１０．その他 1 33.3% 

母数(n=) 3   

 

 （３）就労状況 

就労状況について、受傷・発症時に就労していた人は１５人（３５．７％）

であり、そのうち「現在も就労している」人は７人（１６．７％）、「現在は就

労していない（休職中も含む）」人は８人（１９．０％）となっている。 

また、受傷・発症時に就労していなかった人は２５人（５９．５％）であり、

そのうち「現在は就労している」人は１０人（２３．８％）、「就労していない

（就労経験なしも含む）」人は１５人（３５．７％）となっている。 
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（問２７） 就労状況 回答数 構成比 

１．受傷・発症時に就労していて、現在も就労している。 7 16.7% 

２．受傷・発症時に就労していたが、現在は就労していない（休職中も含む）。 8 19.0% 

３．受傷・発症時に就労していなかったが、現在は就労している。 10 23.8% 

４．就労していない（就労経験なしも含む） 15 35.7% 

５．その他 0 0.0% 

無回答 2 4.8% 

母数(n=) 42 100.0% 

※就労継続支援事業所Ａ型・Ｂ型を含む 

 

 （４）雇用形態 

就労している人の雇用形態について、「正社員以外（アルバイト、パート、

契約社員、日雇いなど）」の５人（２９．４％）が最も多く、次に「正社員」

の４人（２３．５％）と続いている。 

なお、就労継続支援事業所（Ａ型・Ｂ型）の利用者は、５人（２９．４％）

となっている。 
 

（問２８） 雇用形態 回答数 構成比 

１．正社員 4 23.5% 

２．正社員以外（アルバイト、パート、契約社員、日雇いなど） 5 29.4% 

３．就労継続支援事業所Ａ型 2 11.8% 

４．就労継続支援事業所Ｂ型 3 17.6% 

５．自営業 2 11.8% 

６．その他 0 0.0% 

無回答 1 5.9% 

母数(n=) 17 100.0% 

 

 （５）求職状況 

就労していない人の求職状況について、「さがしていない」人は１９人（８

２．６％）、「さがしている」は３人（１３．０％）となっている。 
 

（問２９） 求職の状況 回答数 構成比 

１．さがしている 3 13.0% 

２．さがしていない 19 82.6% 

無回答 1 4.3% 

母数(n=) 23 100.0% 

 

 （６）就労支援に係る必要な環境・条件整備 

就労の有無にかかわらず、就労支援に係る必要な環境・条件整備として、

「障がい者を雇用する事業主の理解」の２９人（６９．０％）が最も多く、次

に「職場仲間の障がい者への理解」の２１人（５０．０％）と続いている。 
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（問３０・複数回答可） 就労支援に係る必要な環境・条件整備 回答数 構成比 

１．障がい者を雇用する事業主の理解 29 69.0% 

２．職場仲間の障がい者への理解 21 50.0% 

３．障がい者の採用枠の増加 8 19.0% 

４．技能や技術、知識を習得する場の拡充 8 19.0% 

５．仕事や就労の相談、あっせんをする場の拡充 10 23.8% 

６．通院のための休みや勤務時間の変更を認める柔軟な勤務体制 11 26.2% 

７．就労継続支援事業所（Ａ型・Ｂ型）など福祉的就労の場の充実 4 9.5% 

８．障がい者が使いやすい職場の施設や設備（バリアフリー化など） 11 26.2% 

９．自宅でできる仕事（テレワークなど）の開拓 4 9.5% 

１０．職場におけるコミュニケーション手段の確保や充実 7 16.7% 

１１．その他 1 2.4% 

母数(n=) 42   

 

 

８ 相談支援について 

困ったときの相談先について、「家族や親せき」の３３人（７８．６％）が最

も多く、次に「医療機関」の１７人（４０．５％）、「障がい者団体や家族会」の

１１人（２６．２％）と続いている。 
 

（問３１・複数回答可） 困ったときの相談先 回答数 構成比 

１．家族や親せき 33 78.6% 

２．友人・知人 8 19.0% 

３．障がい者団体や家族会 11 26.2% 

４．医療機関 17 40.5% 

５．社会福祉施設 5 11.9% 

６．社会福祉協議会 0 0.0% 

７．民生委員・児童委員 1 2.4% 

８．県や市町村など行政機関の窓口 7 16.7% 

９．身体障害者相談員 2 4.8% 

１０．相談支援事業所 5 11.9% 

１１．誰にも相談しない 0 0.0% 

１２．その他 3 7.1% 

母数(n=) 42   
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９ 行政機関に対する意見・要望について 

意見・要望においては、主に、以下のような項目での回答が見受けられた（詳

細な記述回答については、「参考資料：令和５年度高次脳機能障がい実態把握調

査報告書＜記述回答＞」参照）。 

 

・  高次脳機能障がいに理解が深いリハビリテーション専門の病院（施設）が

できる体制づくり、受入機関の拡充 

・  県と医療機関の連携 

・  受傷・発症後の各種手続に係る説明や相談場所の拡充 

・  高次脳機能障がいを専門とする精神科・心療内科病院の整備 

・  職場適応援助者（ジョブコーチ）支援事業の促進 

・  高次脳機能障がい者数の正確な把握とその情報公開 

・  発症から社会復帰までの医療・福祉・行政的支援等に係る実績を含めた情

報公開 

・  高次脳機能障がい者の障がい者枠での雇用促進（行政機関での障がい者雇

用枠の拡充、受験年齢制限撤廃など） 

・  脳血管疾患、脳損傷等に係る医療機関の技術向上 

・  高次脳機能障がいを有する大学受験者への合理的配慮（試験時間の延長） 

・  高次脳機能障がいの更なる普及啓発 

・  障害年金、最低賃金、工賃の向上 

・  厚生年金、住民税などの軽減 

・  障害者手帳の取得のしやすさ 

・  ヘルプマークの普及啓発 
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第７ 実態把握調査のまとめ 

 

１ 調査について 

  今般の調査における調査対象や方法等については、他の都道府県の先行調査

を参考に調査対象・方法等を構築して実施したものである。調査の実施におい

ては、一部の調査対象の回答率（数）が十分ではなかったこと（特に、相談支

援事業所の回答率が３４．２％と最も低く、普及啓発の強化及び調査方法の検

討を要する。）のほか、調査票の設問のわかりやすさやボリューム面での課題も

あり（特に本人調査における本人回答（３０人、７１．４％）は比較的軽度の

高次脳機能障がい者による回答であった可能性が高い）、今後の調査の在り方に

ついては、本県の状況や最新の調査研究なども踏まえつつ、適切な実態把握調

査の検討・実施を進めていく必要があることに留意する。 

 

２ 医療機関調査について 

（１）新規入院患者の状況 

・  令和５年４月～６月（３か月間）における県内の医療機関における脳血管

疾患、外傷性脳損傷等による新規入院患者について調査したところ、転院に

よる重複患者や死亡者を除外した患者総数は７７９人であった。そのうち、

高次脳機能障がいの診断又は疑いのある患者（以下「診断等のある患者」と

いう。）は、２４８人（診断あり１５０人、疑いあり９８人）となっている。 

・  診断等のある患者の年代は７０代が最も多く、６０代～８０代のいわゆる

老年に集中しており、女性の方が男性よりおよそ１０代遅れて患者数が増加

している傾向が見られた。また、男女比については、男性１３４人（５４．

０％）、女性１１４人（４６．０％）で男性が女性を若干上回る結果となっ

ている。 

・  診断等のある患者の主な原因疾患は、脳卒中（脳梗塞、脳出血、くも膜下

出血）が２２２人（８９．５％）、脳腫瘍が１２人（４．８％）、頭蓋内損傷

（外傷性脳損傷）が８人（３．２％）であり、隣県である大分県の令和３年

度調査6の結果（脳卒中８２．４％、脳腫瘍４．０％、頭部外傷９．６％）と

比較しても、脳卒中及び頭蓋内損傷（外傷性脳損傷）に若干の数値の差が見

られるものの、大きく乖離しているものではなく、比較的信頼性の高い結果

であると考える。なお、前述の診断等のある患者の年代と原因疾患を考慮す

 
6 「令和３年度大分県高次脳機能障がい者発生状況把握調査報告書」（大分県高次脳機能障がい

支援拠点機関） 

 https://www.pref.oita.jp/site/syougai/r3koujinouhassyoutyousa.html 
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れば、介護保険対象者が大半を占めている状況が推察される。 

・  診断等のある患者の主な高次脳機能障がいの症状としては、「注意障が

い」、「失語症」、「記憶障がい」が多く見られ、また、身体への障がいに

ついては、「手足の麻痺」や「片麻痺」など身体への障がいがある者が１８

４人（７４．２％）で、新規患者全体の身体への障がいがある割合（４８．

０％）より多い結果となっている。この点について、高次脳機能障がいの症

状は、厚生労働省の診断基準の主要症状によると、「記憶障害、注意障害、

遂行機能障害、社会的行動障害などの認知障害」と行政的に定義されている

ものの、学術的に含まれる失語症や身体障がいとの関連性も大きいと考えら

れる。しかしながら、身体への障がいがなく、認知障がいを主たる要因とし

て日常生活及び社会生活において困難を有している方であって、年齢や原因

疾患が介護保険制度に該当せずその他各種支援にもつながりにくい方は、

「見えない障がい」として本人及びその周囲に高次脳機能障がいの症状が認

知されにくく、困り感を抱えたまま潜在化している可能性が高いため、より

支援の必要性が高いと考えられる。 

（２）高次脳機能障がい者数の推計 

・  令和５年４月～６月（３か月間）の間の診断等のある患者は２４８人であ

り、年間新規発生数は９９２人と推計される。なお、対象者については、本

県の診断体制の状況も考慮し、高次脳機能障がいの診断のある患者のみなら

ず、疑いのある患者まで広げている。この点、大分県の令和３年度調査では、

３か月の調査期間で高次脳機能障がいと診断された新規入院患者は３０２人、

年間新規発生数を１，２０８人程度と推計しており、調査方法などを考慮す

れば、大きな乖離はなく比較的妥当な数値と考えられる。ただし、当該推計

方法は、あくまで３か月間における調査結果に基づく推計であること（高次

脳機能障がいでは、退院後から障がいの気付きまで時間がかかるケースが

多々ある。）、未回答の医療機関（３４機関、２４．３％）は新規入院患者の

該当がなかったものとして算出していることから、実際より低く推計される

可能性があることに留意しなければならない。 

・  県内の高次脳機能障がい者数の推計については、年間新規発生数に性別・

年齢別の平均余命（前述の東京都の調査による脳卒中の平均余命データ）を

掛け合わせて算出し、７，０５４人（男性：３，７０６人、女性：３，３４

８人）と推計された。本県では、これまで当該東京都の調査結果から類推さ

れた国全体の高次脳機能障がい者数約５０万人7から本県の人口に基づき約４，

 
7 「東京都における高次脳機能障害者総数の推計」（渡邉修、山口武兼、橋本圭司、猪口雄二、

菅原誠）日本リハビリテーション医学会誌 46（2）118-125,2009 
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２００人と推計していたが、それを上回る結果となった。ただし、前述のと

おり、当該推計方法は、実際より低く推計される可能性があることに留意し

なければならず、また、県内の高次脳機能障がい者数の推計に引用した平均

余命データについては、平成２０年に東京都が行った実態調査の際に「脳卒

中（脳梗塞、脳出血、くも膜下出血）例」から作成されたデータであること8、

及び経年による平均余命の変化の可能性も考慮し、あくまで精巧な当時の東

京都の作成データを本県の現状に当てはめた推計であることに留意する必要

がある。 

・  なお、診断のある新規入院患者のみによる高次脳機能障がい者数の推計は

３，８２７人となっており、３，２２７人（＝７，０５４人ー３，８２７人）

が高次脳機能障がいの疑いのある者の推計となる。調査期間（３か月）にお

いて入院中であるなど診断まで至らなかった種々の要因も考えられるが、疑

いのある者が全て適切な診断につながる体制の構築に取り組む必要がある。 

（３）関係機関との連携状況 

・  対象医療機関の連携状況については、診断等のある患者２４８人のうち、

連絡・連携を取った関係機関が「無回答」１４０件となっており、半数以上

の患者について関係機関との連絡・連携を取っていない可能性がある結果と

なった。「無回答」であることから、一部回答の記載漏れである可能性や退

院の段階では連絡・連携先につなぎにくい環境があることを考慮しても、医

療機関において高次脳機能障がいの患者の支援に係る連絡・連携先が十分に

ネットワーク化されていない部分があると考えられ、医療機関と専門支援機

関等との相互の支援ネットワークの構築・充実に取り組む必要がある。 

（４）退院後の行き先及び退院までの「高次脳機能障がいやその発症の可能性」

の説明 

・  診断等のある患者２４８人のうち、退院後の行き先は「自宅」の１０７人

（４３．１％）が最も多く、多くの患者が退院後そのまま在宅となっている

状況であり、次に続く「医療機関（転院）」の５１人（２０．６％）も退院

後はそのまま在宅となっている可能性が高いと考えられる。 

・  高次脳機能障がいにおいては、入院期間中は様々なサポート等を受けられ

るため、本人又は周囲もその発症に気付かず、退院後に初めて本人又は周囲

が気付く場合もある。そのため、退院後に在宅となる状況が半数近い現状に

 
https://www.jstage.jst.go.jp/article/jjrmc/46/2/46_2_118/_article/-char/ja/ 

8 脚注 7の文献（p.124）において、「脳血管障害例から得られた平均余命データを、より若年層

を含む脳外傷例等にも適応することになるので、結果として算出される高次脳機能障害総数は、

低く推定される可能性がある」と分析されている。 
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おいては、地域生活で困り感を抱えた時に備えて、入院期間中における患者

本人やその御家族への「高次脳機能障がいやその発症の可能性」についての

説明が重要である。今回の調査では、退院までに患者本人やその御家族へ

「高次脳機能障がいやその発症の可能性」の説明を行っているかについて調

査したところ、「行っている」が１５機関（１４．２％）に留まる結果とな

った。「ケースに応じて行っている」が３０機関（２８．３％）であり、

個々のケースによって説明の状況・環境が異なることは想定されるが、全て

の対象医療機関において退院までに「高次脳機能障がいやその発症の可能性」

の説明が行われ、退院後に本人又は周囲が発症に気付いた場合でもサービス

につながることができるよう普及啓発、協力・連携を推進していく必要があ

る。 

（５）医療機関における支援・連携での困りごと 

・  対象医療機関における高次脳機能障がいへの支援・連携で困っていること

について、「自動車運転評価に係る支援・連携」の２４件が最も多い結果であ

った。各都道府県の支援拠点機関及び行政機関が参加する高次脳機能障害支

援普及全国連絡協議会においても、高次脳機能障がい者の自動車運転再開支

援に係る課題は度々取り上げられており、全国的にも自動車運転評価に関す

る体制づくりは課題となっている。本県においても、自動車運転評価に関す

るネットワークを関係機関と協力・連携して構築し、医療機関における自動

車運転評価に係る支援・連携のしやすい環境づくりを推進していく必要があ

る。 

・ 次に、「日常生活に係る支援・連携」の１９件、「就労・就学に係る支援・連

携」の１６件と続いており、医療機関においては、退院後の患者の地域生活

サポートのつなぎ先が不明瞭であることに困っていると考えられ、前述のと

おり、医療機関と専門支援機関等との相互の支援ネットワークの構築・充実

に取り組む必要がある。 

    

３ 各事業所（センター）調査について 

（１）高次脳機能障がい者への支援状況 

・  県内の①高次脳機能障がい者を受け入れている障害福祉サービス事業所、

②指定特定相談事業所等、③地域包括支援センターに対して、令和３年４月

１日～令和５年６月３０日の間の高次脳機能障がい者への支援状況を調査し

たところ、提供いただいた利用者のケース情報（個人を特定できる情報を除

く）によれば、障害福祉サービス事業所（４３人分）及び相談支援事業所

（５９人分）の利用者は「５０代」が最も多く、地域包括支援センター（９
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０人分）の利用者は「７０代」が最も多い結果となった。また、主な原因疾

患としては、「脳出血」、「脳梗塞」、「頭蓋内損傷（外傷性脳損傷）」に集中し

ている。 

・  各事業所（センター）調査においては、事業所の利用に当たり障害者手帳

又は診断書の取得が想定されるため、その取得状況を調査したところ、障害

福祉サービス事業所では、「身体障害者手帳のみ取得」（１７人、うち高次脳

機能障がい診断あり１３人）が最も多く、「精神障害者保健福祉手帳のみ取得」

（１６人、うち高次脳機能障がい診断あり１３人）と続き、相談支援事業所

では、「精神障害者保健福祉手帳のみ取得」（２８人、うち高次脳機能障がい

診断あり２５人）が最も多く、「身体障害者手帳のみ取得」（１３人、うち高

次脳機能障がい診断あり１１人）と続いている。また、地域包括支援センタ

ーの利用は、障害者手帳等の取得は想定されないが、「身体障害者手帳のみ取

得」（１９人、うち高次脳機能障がい診断あり１１人）、「精神障害者保健福祉

手帳のみ取得」（５人、うち高次脳機能障がい診断あり４人）という結果であ

った。この点について、高次脳機能障がいの診断は得ているものの、「身体障

害者手帳」を取得しているため、更新手続が必要な「精神障害者保健福祉手

帳」を取得せず、「身体障害者手帳」又は「診断書」でサービスを利用してい

る一定の層がいることが考えられる。 

・  主な高次脳機能障がいの症状としては、「注意障がい」、「記憶障がい」、

「遂行機能障がい」が共通して多く見られ、地域包括支援センターでは「失

語症」の割合も比較的高い結果となっている。 

・  支援を行った職員の職種として、各事業所（センター）の性質により様々

な専門職が支援に携わっており、障害福祉サービス事業所では、「介護福祉士」

や「社会福祉士」、「精神保健福祉士」、「その他」の生活支援員や職業指導員、

相談支援事業所では「相談支援専門員」や「精神保健福祉士」、地域包括支援

センターでは「社会福祉士」及び「介護支援専門員」、「保健師」が主に支援

を行った結果となっている。 

（２）関係機関との連携状況 

・  各事業所（センター）における利用者に関して連携を取った関係機関につ

いては、共通して「医療機関」が多くなっており、主な目的としては利用者

の診断や症状などの情報収集・連携がメインと考えられる。障害福祉サービ

ス事業所では、相談支援事業所も多い結果となっているが、これはサービス

等利用計画やモニタリングに関連したものと考えられる。このことから、現

状、各事業所（センター）の連携は情報連携がメインになっていると考えら

れ、医療と福祉の一体的な支援を普及するためには、就労や教育なども含め
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た更なる専門支援機関等の相互の支援ネットワークの構築・充実に取り組む

必要がある。 

（３）各事業所（センター）における支援・連携での困りごと 

・  支援実績の有無に関わらず、各事業所（センター）において高次脳機能障

がいへの支援・連携で困っていることについては、共通して「高次脳機能障

がい者への支援例がなく（少なく）、経験を積む機会がない」が最も多い結果

となった。高次脳機能障がいの支援については、現場では支援例が少なく、

未経験な支援者も多くいるため、高次脳機能障がいの特性に応じた支援体制

が十分ではないことが全国的な課題として捉えられており、厚生労働省にお

いて、障害福祉サービス現場の支援者養成を目的とした「高次脳機能障害者

に対する支援者養成研修のカリキュラム及びテキスト」9が開発されているた

め、当該カリキュラム等を活用した養成研修等の整備を推進する必要がある。 

 

４ 本人調査について 

（１）高次脳機能障がい当事者（本人）の属性・状態 

・  回答者（４２人）の属性は、約７割が「４０代」から「６０代」（合計２９

人）に集中しており、性別では、男性（２９人、６９．０％）が女性（１３

人、３１．０％）を上回っていた。 

・  現在の住まいとしては、「自宅」（３６人、８５．７％）と「グループホー

ムや社会福祉施設を利用、または医療機関に入院」（６人、１４．３％）に二

分され、「自宅」の方では、２８人（６６．７％）が誰かと同居しており、８

人（１９．０％）が「一人暮らし」であった。 

・  主な高次脳機能障がいの症状について、「注意障がい」（２７人、６４．

３％）、「記憶障がい」（３１人、７３．８％）、「遂行機能障がい」（２３人、

５４．８％）の３つがそれぞれ５割以上であった。 

・  原因疾患としては、主に「脳卒中」（２２人、５２．４％）及び「外傷性脳

損傷」（１３人、３１．０％）が占めており、その受傷・発症年齢は、「１０

代」（８人、１９．０％）が最も多く、次に「４０代」から「６０代」（合計

２１人、５０．１％）と続いていた。 

・  原因疾患の受傷・発症後に最初にかかった医療機関は、「救急病院」（２４

人、５７．１％）が最も多く、その診療科は「脳神経外科」（１７人、４０．

 
9 
「厚生労働科学研究 高次脳機能障害の障害特性に応じた支援者養成研修カリキュラム及びテ

キストの開発のための研究班 研究代表者 深津玲子」

http://www.rehab.go.jp/brain_fukyu/data/results/r2-4/ 
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５％）が最も多く、現在通院している診療科（通院者３４人、８１．０％）

は、「脳神経外科」、「内科」、「精神科」、「リハビリテーション科」でそれぞれ

約２割となっている。 

・  受傷・発症後に身体への障がいが「ある」人は２８人（６６．７％）であ

り、その症状は「手足のまひ」（１４人、３３．３％）、「歩行時のふらつき」

（９人、２１．４％）が多かった。 

・  日常生活において手助けを必要とする人は３２人（７６．２％）で、「金銭

管理」（２０人、４７．６％）、「スケジュール管理」（１７人、４０．５％）、

「心のケア（メンタルヘルスケア）」（１９人、４５．２％）などの管理・ケ

ア関係や「外出」（１７人、４０．５％）が４割以上となっており、それに比

して、食事、トイレなどの日常生活は概ね自立している方が多い結果となっ

た。 

・  現在の外出の頻度（通院・通所を含む）は、「ほとんど毎日」（１８人、４

２．９％）が最も多く、外出時の交通手段では本県の交通事情の影響もあり、

「自家用車」（２２人、５９．５％）、「徒歩」（１２人、３２．４％）が多く、

自動車運転評価に係る支援・連携の重要性が明らかとなる結果であった。 

・  高次脳機能障がい発症後の外出頻度については、５割以上が「減少した

（前より外出しなくなった）」（２５人）と答えており、その理由として、「自

分ひとりでは外出できない（介助者がいない）」（１１人、４４．０％）、「人

とのコミュニケーションが取りにくい（疲れる）」（９人、３６．０％）、「心

理的に外に出たくない」（８人、３２．０％）など身体的・精神的疲労が影響

する回答が多かった。 

（２）障害者手帳の取得状況 

・  精神障害者保健福祉手帳、身体障害者手帳、療育手帳のいずれかの障害者

手帳を取得している人は２８人（６６．７％）、いずれの障害者手帳も取得し

ていない人は１４人（３３．３％）であった。 

（３）公的支援の受給状況 

・  公的年金や公的手当等を「受給している」人は２３人（５４．８％）で５

割を超えるが、介護保険の認定を「受けている」人は５人（１１．９％）と

なっており、介護保険の認定については回答者の年齢構成比を考慮しても非

常に低い結果であることに留意しなければならない。 

（４）障害福祉サービスの利用状況 

・  障害福祉サービスの利用状況について、「利用している」人が１０人（２３．

８％）で、「利用していない」人は２７人（６４．３％）となっており、いず

れかの障害者手帳取得者が２８人であるところ、障害福祉サービスを利用し
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ている人は低調となっている。また、障害福祉サービスごとの利用状況につ

いては、「移動支援」、「補装具」、「就労継続支援（Ｂ型）」がそれぞれ

３人（３７．５％）、次に「施設入所支援」及び「就労継続支援（Ａ型）」

がそれぞれ２人（２５．０％）であった。この点、医療費支援の自立支援医

療（精神通院医療）の利用者もいないことから、問がわかりにくかったため

に正答できなかった可能性に留意するとともに、当事者等が利用可能な制度

を把握していないことや制度に係るアドバイスを得られる状況にないことも

考えられるため、改めて各種支援制度の更なる周知に努める必要がある。 

（５）就学・就労の状況 

・  就学状況について、学校等に「通っている」人は３人（７．１％）で、学

校・教育・就労準備での困りごととして、「周囲から障がい特性に応じた配

慮・理解が得られない（不安がある）」（３人、１００．０％）、「学校卒業後

の進路の選択が不安である」（２人、６６．７％）が多く、周囲の理解・配慮

と将来への不安が大きい結果となっており、学校などの教育機関に対する高

次脳機能障がいの普及啓発に取り組んでいく必要がある。 

・  就労状況について、「受傷・発症時に就労していて、現在も就労している」

人は７人（１６．７％）、「受傷・発症時に就労していたが、現在は就労して

いない（休職中も含む）」人は８人（１９．０％）、「受傷・発症時に就労して

いなかったが、現在は就労している」人は１０人（２３．８％）、「就労して

いない（就労経験なしも含む）」人は１５人（３５．７％）であった。 

・  就労の主な雇用形態では、「正社員以外（アルバイト、パート、契約社員、

日雇いなど）」の５人（２９．４％）、「正社員」の４人（２３．５％）と続き、

就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）の利用者が５人（２９．４％）であった。 

・  現在就労していない人（２３人）については、８割以上が就労先を「さが

していない」（１９人、８２．６％）という結果であった。 

・  就労の有無にかかわらず、就労支援に係る必要な環境・条件整備としては、

「障がい者を雇用する事業主の理解」（２９人、６９．０％）や「職場仲間の

障がい者への理解」（２１人、５０．０％）などの周囲の理解や配慮を求める

ものが多かった。 

（６）相談支援の状況 

・  困ったときの相談先として、「家族や親せき」（３３人、７８．６％）、「医

療機関」（１７人、４０．５％）や「障がい者団体や家族会」（１１人、２６．

２％）など身近な家族や通い先への相談が多く、更なる相談先の展開として

支援拠点機関をはじめとする相談支援窓口の整備・充実を図る必要がある。 
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５ まとめ（課題と取組） 

今回得られた調査結果を基礎資料として、今後の高次脳機能障がい者へ 

の支援に生かし、本県の障がい者施策を推進していくことが重要である。そ

のため、以下のとおり、本調査で明らかになった主な課題とそれに対する取

組について検討を行う。 

 

   ①行政、医療、福祉、就労支援等の一体的な支援ネットワークの構築・充実 

   【課題】 

    本県では、高次脳機能障がい者又はその疑いのある者を適切な診断・説明、

治療、支援につなげるための支援ネットワークが十分とはいえず、リハビリ

テーション等の提供体制をはじめ、自動車運転評価や小児又は高齢者の高次

脳機能障がい者等への支援・連携体制、障害福祉サービスと介護保険サービ

スなどの制度間での連携も不調な現状がある。 

   【取組】 

    今後、県内の圏域ごとでの協議会の導入など、地域における関係機関相互

のより緊密な連携強化による体制整備を進め、地域資源の有効活用を促進す

るとともに、適切な診断・説明、医療機関から地域等への社会復帰・社会参

加に向けた一貫したリハビリテーションの体制確保及び情報提供を推進して

いく。 

 

   ②支援拠点機関をはじめとする相談支援窓口の整備・充実、人材育成 

   【課題】 

    高次脳機能障がい者又は疑いのある者やその家族等への総合的相談支援窓

口の周知・支援体制が十分とはいえず、適切な障害福祉サービス等の支援に

つながっていない現状がある。また、支援者においても支援に困るケースが

多く、その相談や支援方法を学ぶ場に対する要望も多い現状がある。 

   【取組】 

    相談支援窓口については、支援拠点機関を中心として、県精神保健福祉セ

ンターや県内保健所とも協力しながら、更なる総合的かつ専門的な相談支援

窓口の整備・充実に取り組むとともに、県内の支援者のスキルアップのため、

支援者養成研修の体制整備を通じて支援者の人材育成を推進していく。 
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   ③高次脳機能障がいの更なる普及啓発 

   【課題】 

    高次脳機能障がい者本人の自認も含め、その周囲や地域社会の高次脳機能

障がいに対する理解・配慮が十分とはいえない現状がある。 

   【取組】 

    通所教室、研修会等の開催、各種広報活動など普及啓発活動に関係機関の

協力を得ながら継続して取り組むとともに、より効果的な普及啓発方法も研

究・実践していくことで、障がいの特性への理解や必要な配慮などについて、

医療機関や障害福祉サービス事業所、相談支援事業所等の支援者をはじめ、

県民（当事者本人を含む）や企業等の理解向上を着実に推進していく。 

   

上記のほかにも様々な高次脳機能障がい支援普及に係る課題が本調査で明

らかになったところであり、喫緊の課題として上記の課題解決に取り組みつ

つ、その他の課題解決に取り組んでいく必要がある。 
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６ 宮崎県高次脳機能障がい実態把握調査検討会 

本調査においては、集計等の結果について専門的見地からの御意見をいた

だくため、下記の構成機関の委員から成る検討会を設置し、結果報告案に係

る分析・検討等をいただいたところであり、多大な御協力をいただいたこと

に感謝申し上げたい。 

 

記 

（敬称略） 

所  属 職  名 氏  名 

宮崎大学医学部附属病院 
病院長 帖佐 悦男 

教授 荒川 英樹 

宮崎県障害者支援施設協議会 理学療法士 山﨑 典子 

宮崎県障がい者相談支援事業連絡協議会 事務局長 山口 麻衣子 

宮崎県介護支援専門員協会 理事 日髙 陽子 

宮崎県精神保健福祉士協会 精神保健福祉士 大迫 健二 

宮崎県理学療法士会 会長 中田 洋輔 

宮崎県作業療法士会 理事 清武 昌光 

宮崎県言語聴覚士会 会長 倉澤 美智子 

みやざき高次脳機能障がい家族会「あかり」 

会長 飛田 洋 

副会長 二見 一明 

広報相談 友永 栄一郎 

宮崎県身体障害者相談センター 所長 山本 宣博 

 



（参考資料） 

 

 

 

 

令和５年度 

高次脳機能障がい実態把握調査報告書 

 

 

＜記述回答＞ 

  



1 
 

― 医療機関調査・（自由記載欄）記述回答 ― 

 

① 専門的知識を有するスタッフ（医師、看護師等）がいない。 

② リハビリを拒否する患者に対しての対応や病識を促すのが難しい。評価や訓練を拒

否した患者への対応をどうしたらいいかを悩む。 

③ 高次脳機能障がいのこと自体があまり知られていなかったり、障がい者制度につな

げにくかったり（精神障害者保健福祉手帳取得に時間を要す）して、ほかの身体障が

い、知的障がい、精神障がいの分野と比べるとまだまだ様々なことが整備されていな

いと感じる。 

④ 障がい手帳取得までに時間がかかることで、退院後のサービス支援の決定が難しい。

見えない障がいのため、社会への理解が不足している。 

⑤ 高次脳機能障がいについての認知度がまだまだ低いため、家族はもちろんのこと地

域での受入れなどで壁を感じている。 

⑥ 当院は血液透析を行っており、透析患者が発症し、脳神経外科を受診され、検査の

結果、脳梗塞の軽度のものは当院入院にて治療を行っているが、脳出血や脳梗塞の状

態がひどい場合は、透析のある病院を紹介しているため、障がいがほとんど残らず、

回復している人を診ている。他院へ紹介した方は、障がいの程度により、退院後に診

る場合もあるが、支援や連携などは前医で決めてもらっている。 

⑦ 急性期であるため、６か月以後のフォローは、開業医に依頼することが多い。そこ

で、どういう支援が行われているかは不明。 

⑧ 急性期の入院は専門外だが、慢性期での入院の受入れは可能。 

⑨ 高次脳機能障がいのケースが少なく、あまり支援することがない。 

⑩ 救急病院のため、対応件数は少ない。 

⑪ 自動車運転を諦めきれない方への対応や免許返納に関する御家族の協力不足（医療

機関への依存が大きい）に苦慮する傾向にある。 

⑫ 自動車運転評価などは社会復帰する際の大きな要因となっている。そのため、今後

どのような形で運転支援をしていくか（自動車学校などとの連携）が課題である。 

⑬ 他院からの紹介入院予定の患者で、車の運転は脳の病気があるのでしないでくだ

さいと前医で説明されたにもかかわらず、車で来院した患者がいたが、車にへこみ

などがあったため、自動車の運転はしないよう、当院でも再度説明しタクシーで帰

宅してもらった。車の運転をしないと一人で生活できない方が多いが、内科だと運

転をしないように説得するのは難しい。  
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― 障害福祉サービス事業所調査・（自由記載欄）記述回答 ― 

 

① 職員間で高次脳機能障がいの知識不足、実際の支援方法にばらつきがみられる。ほ

かの疾患、障がい程度の方と同様の作業を行う場面があり、ほかの利用者の理解が難

しく、場面ごとに混乱が起こることがある。特に注意喚起が必要な作業は、当事者の

意識はあるも従事させにくい。 

② 就労施設であり、就労ができる状態であることを前提にした支援を行うため、特別

に高次脳機能障がい者に向けた支援を行っているわけではないが、状態の良かった利

用者が日に日に悪化している様子が見て取れるので進行を遅らせる様な支援ができ

たらよいと考えている。御家族が病院に行くことに対して腰が重い印象もあり、上手

な促し方法があれば知りたい。 

③ 失語症の方に関して、自己表現が少なく、感情をくみ取りにくい。 

④ 現在通所されている高次脳機能障がいの方は支援で悩むことはあまりないが、同じ

高次脳機能障がいでも個人で違いがあり、以前まで通所されていた方は自分に関係な

い話をしたり、悪口でも何でもない話を勘違いで急に怒り出すことがあった。その他

会話のループや記憶違いが多々あり、その都度その方にあった支援が必要である。 

⑤ 金銭的なトラブルの支援が難しい（予測はできるが抑制が効かない）。 

⑥ ほかの利用者とのトラブルになることが多く、配慮が必要。 

⑦ サビ管が元精神科看護師であったこともあり、コミュニケーション面についてほか

の職員にも指導を行いながら支援を進めたことで事業所内では些細なことで怒るこ

とも少なくなった。ただし、自宅では御家族に対して、時々怒鳴ることがあるようで

あった。また、高齢のため、一段と引きこもりがちにならないかが心配され、気分の

良し悪しがあるようで自宅での生活面での支援は難しく通所が少ない。 

⑧ 離設のリスクが高い利用者を支援しており、施設内では生活できているが、退所後

の方向性の検討が難しい。 

⑨ 当事者本人の悩みもさることながら、福祉の現場で相談支援員との連携に悩んでい

る。 

⑩ 医療相談窓口との連携を模索している。 

⑪ 高次脳機能障がいの方は入所サービスで数名在籍しているが、自立訓練等での関り

はない。障がい特性自体に共通点を感じることがある。 
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⑫ 当事業所での支援はないが、別の事業所には現在、記憶障がいの女性の利用者がい

る。軽度の高次脳機能障がいとのこともあるのか、作業に関し対応に難しさを感じる

ことはない。しかしながら、感情のコントロールや話合いでの言葉の受け止め方等に

は難しさは感じることはある。 

⑬ 長年利用している方で、支援者もその方の性格や刺激するポイントを熟知している

こともあり、特に問題はない。 

⑭ 施設利用において高次脳機能障がいをお持ちの方の利用がない。 
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― 相談支援事業所調査・（自由記載欄）記述回答 ― 

 

① 家族支援に対応できる社会資源が少ない。宮崎市内には当事者の会、家族の会があ

るが、西都児湯地区にはない。 

② 高次脳機能障がいの方を対象とした資源が少ない。日中活動の場が少ない（特に県

北）。 

③ 幼稚園や小学校と連携するときに、高次脳機能障がいについての理解や支援の在り

方について、何を使ってどのように情報の共有等を行えばよいのかが分かりにくい。 

④ なかなか自身の状態に関して冷静に見れている利用者が少ないため、本人の希望と

できることとのギャップを埋めるのに時間が必要なことが多い。検査結果などに関し

て開示していただけてないことなどもあって、支援が手さぐりになってしまうことが

よくあり、もどかしい面がある。 

⑤ 本人自身が高次脳機能障がいについて理解していない（理解するための説明が難し

い）。病気になる前の本人の性格と高次脳機能障がいを一緒に捉えるため、周囲の理

解（家族・支援者など）が難しい。易怒性など感情の起伏が激しいこともあり、利用

者間でのトラブルが絶えない。 

⑥ 統合失調症などを併合されている方は、高次機能障がいの症状が分かりにくい。高

次機能障がいの特性が見逃されがちである。 

⑦ ケ－スにもよるが、意思確認の困難さ、突発的な行動、感情の起伏が激しく暴言が

見られたりと、支援に関わるスタッフが振り回されることもあったりなど、対応の難

しさを感じる。 

⑧ 一般就労していた時の作業中の事故で大けがをされ、回復後から高次脳機能障がい

と思われる症状がみられた方を支援している。元々、軽度の知的障がいがあるために

診断が難しかったのか高次機能障がいの診断は出ていない。 

⑨ 高次脳機能障がいの診断名はついていないが、脳の疾患で身体に麻痺がある方の支

援について本人の言動をみていると高次脳機能障がいではないかと思われる時があ

った。本人の話の内容に振り回されることが多く、どのように支援をしてよいかわか

らない時があった。 

⑩ 以前、宮崎県身体障害者相談センターに相談をしたら、逆に相談事業所におつなぎ

させてもらう立場とのことであった。相談支援事業所は、どこへ相談したらいいのだ

ろうかと思う。一緒に考えてもらえる専門窓口が欲しい。 
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⑪ 相談支援専門員も支援に迷うことがあるが、提供事業所の方もどう支援したらよい

かわからないことが多いようである。モニタリングの際に、サービス管理責任者やサ

ービス提供責任者がいつも同じ課題を取り上げ、苦情のようにおっしゃることがある。

現場の方が学ぶ機会が必要だと感じている。 

⑫ 当事業所では、高次脳機能障がいの利用者への対応を今までしたことがない。事業

所がある地域内で患者は確実にいるとは思うが、患者に事業所の情報が届いているか

も分からない状態にあると思う。関係する医療機関や自治体担当課、相談支援事業所、

基幹相談支援センター等の関係各所との連携の中で、今後患者に対応する機会もある

かもしれないが、病状への対応方法、支援方法について情報不足の感がある。今後は

事業所としても情報収集や支援の体験を積む必要を感じている。 

⑬ 相談支援事業所としては、開設後間がなく、高次脳機能障がいの勉強をしていこう

と思っている。 

⑭ 障がい者支援に携わる中でケースがないため、問題・困りごとの実感がない。経験

する中で出てくると思うが、その時に相談先が身近にあると対応に悩まなくてよいと

思う。 

⑮ 精神障がいでも似たような症状があり、障がい像として考えると対応方法を参考に

することがあるかもしれない。 

⑯ 利用されている事業所、宮崎市保健所、医療機関 SW との連携により対応。主に自

宅での状況に問題が多く発生し、入院等により対応。 

⑰ 担当している１名の方は高次脳機能障がい者の通所教室に２回参加させていただ

いた。外出機会ができたことで、次のステップアップを検討中である。 

⑱ 介護福祉士として高次脳機能障がいの支援経験や研修を過去に受けてきた経緯が

あるため、見識をもって支援機関との情報共有や支援を行っているため、特に困りご

とはない。 

⑲ 高次脳機能障がいのケースの方で、就労継続支援Ｂ型も問題なく利用し、家庭内で

も特に困り感なく生活している。 

⑳ 新規に開設した事業所で、現時点で高次機能障がいの相談はない。 
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― 地域包括支援センター調査・（自由記載欄）記述回答 ― 

 

① 御家族の方も不安やストレス等で疲へいしている状態である。同じ苦しみを持つ

方々が集い、支援方法や癒しが与えられる場があると助かると思う。専門職も関わっ

て支援をしているが、支援に行き詰った事例に対して専門職への具体的な助言が受け

られる場がほしい。 

② 高次脳機能障がいがあると思われる方はいるが、脳血管疾患の後遺症として診断さ

れているため、高次脳機能障がいとして関わることが少ない。実際支援をしている、

又は経験がある方からの事例紹介をしてほしい。患者数が少ないながらも、支援方法

としては、それぞれのケースで対応が違ってくると思うので、様々なケース紹介をし

てほしいと思う。高次脳機能障がい以外でもケースの少ないものは事例紹介や対応方

法を未経験の人にも参考にできるような意見交換し合える場を多く提供してほしい。 

③ 外見からは障がいがあるようには思えず、話をしていてもわからない場合があるの

で支援の仕方について勉強できる場があるとよい。本人が気づかない、気づきにくい

障がいだと感じる。そのような場合どう対応していくのがよいのか、どんな援助方法

があるのかわからない。 

④ 障がい関係も含めた研修や勉強会も必要。 

⑤ 高次脳機能障がいについての身近な地域での研修が少ない。 

⑥ 本人の困り感の把握がしにくい。適したサービスがない。 

⑦ 若年性高次脳機能障がい者へのサービス選択肢が少ない。 

⑧ 医療機関との連携に問題はないが、比較的若い方が多いので、介護サービスで支援

できないことも多い。メインは障害福祉サービスと考えるが、介護優先の原則のため

に連携がうまくいかないこともある。高齢者の場合、（特に脳血管性の脳卒中は）認

知症と混同してしまうこともある。 

⑨ 高齢者のサービスの中では年齢的に合わないことがあり、うまくつなげるサービス

の情報が少ない。障がいに対する家族の理解が得られず、支援がうまく進まない。 

⑩ 高次脳機能障がいの理解不足（専門の方も住民等も） 

⑪ 高次脳機能障がいという診断がされていないケースが多い。対象者は家族のサポー

トを受けながら生活を送ることができているため、家族のサポートがなくなった場合

に、実際どのようなサポートが必要になるのか、顕在化していない。 

⑫ 総合相談の中で、高次脳機能障がいと思われる方はいるが、主病名はわかっていて

も、この部分に関してはっきりした診断名などわからない家族（本人）もいるので、
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実人数が把握しにくい。 

⑬ 診断され治療を受けた医療機関が、現在のかかりつけ医であるとは限らないため、

連携を取りにくいことがある（例えば、医療系サービスの導入などの相談をする場合）。 

⑭ 面談中に話がそれ、質問の回答にたどり着かない。聞き取りに時間がかかる。 

⑮ 包括の総合相談業務の場面においては主治医の意見書や、既往歴において把握する

ことはある。ただし、高次脳機能障がいが生活上の大きな課題となっているケースが

なく、意識しながら対応する場面がないのが現状。 

⑯ 現時点で、高次脳機能障がいの診断を受けた高齢者の支援例はない。脳卒中での高

次脳機能障がいの方であれ４０歳以上であれば地域包括支援センターが担当する可

能性が高い。また、６５歳以上であれば相談の入口は包括になる。過去の経験（包括

以外）では、介護サービス事業所も高次脳機能障がいの方の対応に苦慮した経験もあ

り、相談機関、介護サービス事業所、医療機関、行政と連携、支援体制の構築が必要

と思う。また、家族の支援も必要となるため本人、介護者の支援を含めた体制構築も

併せて必要と思われる。 

⑰ 脳梗塞の後遺症の高次脳機能障がい者はいないが、難病申請をされている方が多い

と感じる。 
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― 本人調査・（自由記載欄）記述回答 ― 

 

問 今後、国や県、市町村の行政に取り組んでほしいこと、またはご意見・ご要望な

どがありましたら、ご自由にお書きください。 

 

① 高次脳機能障がい者の症状は、１人１人違っていて、困りごと、悩みもそれぞれで

ある。一番の悩みごとはリハビリの継続ができなくなり、今まで頑張って続けてきた

ことが元の状態に戻ってしまうことである。私達の子どもはくも膜下出血で重度の後

遺症が残り、高次脳機能障がいと診断され、リハビリで回復することに大きな希望を

持って頑張ってきた。特に嚥下訓練で、今障がい者施設に入所しているが、施設では

リハビリ訓練はできないとのことで、家族がリハビリ病院へ毎週連れて行き、また毎

日施設に行き嚥下訓練、トイレ訓練をしてきた。自分の口から食べられるようになり、

リハビリの成果が見えてきたと喜んでいたところ、コロナ感染拡大で面会制限、外出

禁止となった。仕方のないことと思いながらも、この３年間、そして２類から５類に

移行した現在まで一口も口にしていない。障がい者施設は、なぜリハビリ体制ができ

ないのか。入所の方は社会復帰を望んでいると思う。リハビリ専門の病院（施設）が

できる体制づくりを推進して欲しいと思う。高次脳機能障がいについては回復リハビ

リ終了後、身体的機能の回復リハビリ（嚥下、食事訓練を含め）、記憶や遂行機能、

感情コントロール等の訓練、リハビリは必要である。高次脳機能障がいに深い理解が

あり、障がい状況に応じてリハビリを行ってくれる専門の病院（施設）があれば、退

院後も継続してリハビリが続けられ、当事者、家族は救われる。子どもと一緒に回復

に向けて頑張っているが、これから先、親の高齢に向け、いつまで付き添いができる

か不安である。回答アンケートには記されていないリハビリ継続を必要としている高

次脳機能障がい者がいることを知っていただきたくて意見を書いた。リハビリ専門の

病院（施設）体制づくりを推進していただくようお願いしたい。 

② 今落ち着き受け入れられていると感じる場所。感じる人は誰ですかと聞かれた時、

通所教室リハビリの場と答える。２年間大変お世話になり、今の自分の病気を知るこ

とから勉強になることばかりであった。病気から立ち上がる時、リハビリの力は大き

かった。通所教室も修了するが、気持ちとしてはまだ続けたい、これからがまだ不安

な感じである。ここから、また次のリハビリ行ける所はないのだろうか。 

③ 失語症の人のためのリハビリテーション 

④ リハビリ施設の増加、認知希望 
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⑤ 受入機関が少なすぎる。担当部門がここではないとされ、門前払いされる。そうい

う状況を改善してほしい。 

⑥ 高次脳機能障がい通所教室などへ参加する際に、移動手段が場所によっても難しい

ので家族の負担が多くなってしまう。 

⑦ 県と市病院が連携してほしい。 

⑧ 病気した後の各種手続について、わかりやすく説明してもらえる機会があったらい

いと思う。 

⑨ 簡単に相談に行ける場所がほしい。 

⑩ 心理面のカウンセリングをしてくださる（高次脳機能障がいを専門的に）精神科、

心療内科がなかなか見つからない。病識が定着して、障がいを受容することで、本人

と社会の接点やつながり、交流が生まれると思う。基礎疾患の治療と高次脳機能障が

いのフォローを同時にやってくれる医師が現時点では皆無である。両方求めることは

自立支援医療の制度上不可能であるが、必要ならば柔軟な対応をしてほしい。 

⑪ 交通事故により子どもは高次脳機能障がい者になった。今も大変な苦労、悩み、淋

しい思いをしている。まず、病院を退院する際、次に心のケアをしていただけるカウ

ンセリング通院ができる病院があるといいと思う。当時中学生だったので、親からも

病状を伝えたが、「大丈夫ですよ」と本当の理解はしてもらえなかった。県の方から

学校の先生方へ心に寄り添うマニュアルを作成し、配置していただくとよいのではな

いかと思う（外観では分かりにくい障がいであるため）。少年期、青年期に傷ついた

心で、人を信じることが難しくなっているように思う。車の免許証と同じで、何度も

繰り返し勉強し、何度も実技訓練すればできるようになる。是非、障がい者雇用で採

用された方の職場へジョブコーチが定期的に足を運んでもらう体制を作っていただ

きたい。笑顔で働ける、生きがいを持てる人になって欲しいと願うばかりである。 

⑫ （すでに宮崎県・宮崎市の障がい行政部署・機関にはお願いしているが）各地域に

おける高次脳機能障がい者数の正確な把握とその情報公開をお願いしたい。各地域に

おける高次脳機能障がいを診断・治療・回復期まで支援できる医療機関の紹介をお願

いしたい（できるかできないかの可否だけではなく、実績・相談先等も紹介いただき

たい）。発症から病院まで、治療から社会復帰までに向けた医療福祉的支援（行政支

援）の内容・支援利用方法・相談窓口等を情報公開してほしい（実際どこに相談に行

けばよいのか、何が必要なのか等の実情が多すぎる）。発症後の、行政・福祉団体・

家族会等の支援体制のわかりやすい情報提供（TVCM、HP、SNS、紙媒体等）をお願い

したい。また、紹介にとどまらず、利用したい人が利用しやすい様なフォロー体制の
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構築もお願いしたい。社会復帰、就学支援、就労支援に向けた産学官組織、就労支援

施設の紹介と、そのために必要となる継続的なリハビリテーションの実践をお願いす

るとともに、現状での実績はどの位あるのか報告・告知してほしい。社会的に高次脳

機能障がいの認知レベルが向上するために、市民に対する情報提供を実践してほしい。

高次脳機能障がい者の障がい者枠での雇用促進を啓発・実施してほしい（まずは、行

政機関の障がい者枠での採用者の拡充するとともに、受験年齢制限撤廃等の障がい者

に合わせた試験制度への変更等の対応をお願いしたい）。 

⑬ 幼い頃に交通事故で意識不明の状態となり、生死をさまよう経験をして奇跡的な生

還を果たしたが、その後の後遺症との闘いは大変過酷なものであった。当時の主治医

から自分の適切な診断と見立てを授けられなかったため、当時の私は自分の様態を何

一つとして把握しておらず、回復することができたであろう後遺症の回復への道を容

赦なく遮断され、現在は全般的な脳の後遺症に悩み苦しんでいる。退院後、症状に違

和感を覚え、主治医のもとへどれだけの期間足を運んで症状を訴え流されてきたか、

セカンドオピニオンも主治医の身勝手なプライドにより受けられない日々がどれだ

け長かったものか。宮崎県内の医療機関への医療技術の向上と脳損傷後遺症への社会

的認知度を高める動きを要望したい。また、自分は今学生で、将来は脳科学に基づく

高次脳機能障がいから回復するための研究をしたいが、その過程で１つ問題点が大学

入試である。大学入試で必須とする認知機能に障がいがある私には、健常者の倍以上

の勉強時間、体力、そして試験時間が必要であるため、受験に不利であることは明確

である。そのため、大学入試センターへ高次脳機能障がいを持つ大学受験者への「試

験時間の延長」による障がいへの配慮を要請したい。当事者としての経験によって、

脳に関する様々な気づきを得ることができており、回復するための方向性を導きつつ

あるため、この経験と気づきを活用して医療技術の進歩に寄与したいという強い思い

を持っている。必ず実現してみせるので、当事者へ力を貸していただきたい。この要

望に関しては、重点的に検討願いたい。 

⑭ 障がいについて、もっと多くの人に理解してもらえる取組をしてほしい。特に、職

場において、上司や同僚の理解があるのとないのとでは、とても生きづらい。人権無

視とも思えることもある。親の亡き後のことが心配である。行政のこともわかりづら

い。 

⑮ 一般的な高次脳機能障がいについて（症状など）あまり知られていないのではない

か。見た目からでは分からないので、なかなか理解されにくい部分もあると思う。 

⑯ 家族や友人、地域の人たちに理解してもらうことに時間が必要であった。今でも知
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らない人は怖いと感じる。今３年経ってリハビリ行けてよかったと思う。まだこれか

らも通うが支援が必要である。体はどうもないのに（見た様子）、残念に思うことが

たくさんある。 

⑰ 高次脳機能障がいは、見えない障がいと言われているとおり、周囲からはなかなか

理解してもらえず、苦しい経験をしてきた。この高次脳機能障がいの概念を知ったの

は、２０代になってからである。受傷から１０年以上経っていた。中学時代、高校時

代辛くて悩んで１人で泣いていた。「易疲労性」というのも周囲に理解されにくい。

「疲れやすい」と言っても、「それは誰だってそうだよ」と返されると、とてもモヤ

モヤした。こういう症状は当事者やものすごく勉強して当事者の気持ちに寄り添うこ

とのできる人でないと理解してもらえないと思う。私自身、五体満足なので健常者と

同じ扱いをされるが、今さらどうしようもないと思って必死に頑張っている。私みた

いに「今さら・・・」と思う人が多いと思う。周囲の理解が進めば、若い重傷者の方

は、特に恩恵を受けられると思う。講演会を開催したり、ＣＭを流したりなどして、

周囲の理解を得られる社会にしていってほしい。 

⑱ 高次脳機能障がい市民公開講座を月に１回開いてほしい。ＳＮＳで情報を拡散して

ほしい。 

⑲ 高次脳機能障がいの認知度を様々な分野で広めてほしい(医療従事者､福祉関係者、

小中高校の教職員や幼児教育に携わる職員)。 

⑳ 高次脳機能障がいについての理解をもっと広くわかってほしいし、訓練の場、専門

施設専門の医師、訓練士をもっと増やしてほしい。せめて各市に１つは専門施設を作

ってほしい。わざわざ県外に何年も行かなくていいように。お金がある人は県外の専

門施設に行けても、お金のない人は行けない。皆平等にあるべきだと思う。目に見え

てわかりにくいものなので、孤立させないでほしい。家族会などもなく、情報共有の

場所もない。支援サポートしてくれる方々が居ない、高次脳機能障がいだとわかって

いない方たちも多いのではと思う。リハビリにしても、保険点数で通える日数が決め

るのではなく、通いたい人はずっと面倒を見てほしい。訓練することにより、少しで

もよくなってほしいと家族は思う。ここまでしかできないと切らないで欲しい。障が

い者枠で雇用されたとしても、専門的知識のある人が居なければ、トラブルを起こし

たり、きちんと対応してフォローしてもらえるのか不安である。見た目は健常者と変

わらず、話も普通にできれば、理解は難しい。Ｂ型支援事業所での工賃の安さも問題。

モチベーションが上がらず、本人は非課税でも、家族に収入があれば、利用料も引か

れる。社会復帰したくても、なかなか難しい。ずっとこのままなのか、家族も不安で
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ある。 

㉑ 障害年金の金額を上げて欲しい。 

㉒ 最低賃金をもう少し上げて欲しい、１，０００円希望。 

㉓ 厚生年金、住民税などの軽減をお願いしたい。 

㉔ もっと障害者手帳等を入手しやすくしてほしい。 

㉕ 受傷前は東京に住んでいたが、街中ですれ違う方々の中に「ヘルプマーク」を鞄に

付けている方と遭遇することが多くあった。 

 



（参考資料） 

 

 

 

 

令和５年度 

高次脳機能障がい実態把握調査報告書 

 

 

＜調査票＞ 



令和５年度宮崎県高次脳機能障がい実態把握調査票 団 体 名
（調査対象：急性期病床又は回復期病床を有する医療機関） 所 　　属

回 答 者
電話番号

※回答者情報は、回答内容に関するお問合せのみに利用いたします。

　令和５年４月～６月の間の脳血管疾患、外傷性脳損傷等（※）による新規入院患者について、あてはまるものに☑してください。
　※脳卒中（脳梗塞、脳出血、くも膜下出血）、脳炎・脳症、脳腫瘍、低酸素脳症、交通事故・転倒・転落等による脳挫傷、びまん性軸索損傷など
　　（ただし、先天性疾患、周産期における脳損傷、発達障がい、進行性疾患は除く。）

□ 新規入院患者なし 「なし」の場合は、【調査事項２】へお進みください。
□ 新規入院患者あり 「あり」の場合は、以下の情報について可能な範囲で御教示ください。

注意障がい 記憶障がい
（認知症を除く）

遂行機能障がい 社会的行動障がい 失語症 失認・失行症 その他

記入例 70 男性 脳出血 4月3日 ~ 6月24日 手足のまひ 〇（診断あり） 〇 〇 〇 〇 〇 〇 軽快 〇〇地域包括支援センター 自宅

記入例 45 女性 脳挫傷 6月25日 ~ 入院中 なし △（疑い） 〇 〇 入院中 〇〇相談支援事業所 ー

注意障がい 記憶障がい
（認知症を除く）

遂行機能障がい 社会的行動障がい 失語症 失認・失行症 その他

1 ~

2 ~

3 ~

4 ~

5 ~

6 ~

7 ~

8 ~

9 ~

10 ~

11 ~

12 ~

13 ~

14 ~

15 ~

16 ~

17 ~

18 ~

19 ~

20 ~

【調査事項１】

入院期間（R５）
高次脳機能障がいの主な症状

転帰高次脳機能障がいの
診断又は疑いの有無No.

年齢
（入院
時）

原因疾患性別

性別

身体の障がい
の有無

身体の障がい
の有無

退院後の行き先（自宅・医療
機関・施設等入所など）

連絡・連携を取った
関係機関

連絡・連携を取った
関係機関

退院後の行き先高次脳機能障がいの
診断又は疑いの有無No.

年齢
（入院
時）

原因疾患 入院期間（R５）
高次脳機能障がいの主な症状

転帰



　脳血管疾患、外傷性脳損傷等による入院患者やその御家族（症状等を説明する全員）に対し、退院までに「高次脳機能障がいやその発症の可能性」についての説明を行っていますか。
　あてはまるものに☑してください。

□ 行っている
□ 行っていない
□ 高次脳機能障がいの疑いがある場合などケースに応じて行っている
□ 脳血管疾患、外傷性脳損傷等による入院は専門外である
□ その他

（自由記載欄）

　高次脳機能障がいへの支援・連携でお困りのこと全てに☑してください。（複数選択可能）
　また、可能であれば、お困りのことや「その他」の詳細についても、以下の自由記載欄に御記入ください。

□ 高次脳機能障がいの診断・評価
□ 高次脳機能障がいの本人・家族への説明
□ 高次脳機能障がい者の日常生活に係る支援・連携
□ 高次脳機能障がい者の社会保障制度（年金・手帳等）の利用
□ 高次脳機能障がい者の自動車運転評価に係る支援・連携
□ 高次脳機能障がい者への福祉サービスに係る支援・連携
□ 高次脳機能障がい者の就労・就学に係る支援・連携
□ 高次脳機能障がい者の地域での社会生活に係る支援・連携
□ 特になし（専門外を含む）
□ その他

（自由記載欄）

調査項目は以上です。御協力ありがとうございました。

【調査事項２】

【調査事項３】



令和５年度宮崎県高次脳機能障がい実態把握調査票
（調査対象：障害福祉サービス事業所・相談支援事業所・地域包括支援センター）

※回答者情報は、回答内容に関するお問合せのみに利用いたします。

問１

　あてはまるものに☑してください。
　※障害福祉サービス事業所の場合は、提供されているサービスのうち、「自立訓練、就労移行支援、就労継続支援、就労定着支援等」を指します。
　　 相談支援事業所の場合は、「基本相談支援、計画相談支援（障害児相談支援を含む）等」を指します。
　   地域包括支援センターの場合は、「総合相談支援等」を指します。

□ ある →問２へお進みください
□ ない →問５へお進みください

問２
　支援された高次脳機能障がいの方の人数を教えてください。 R3.4月～ 名

R4.4月～ 名
R5.4月～6月 名
合計 名

問３
　可能であれば、令和３年４月１日～令和５年６月３０日の間で支援された高次脳機能障がいの方のケース情報を教えてください。
　なお、わからない箇所は空欄で構いません。

注意障がい
記憶障がい
（認知症を

除く）

遂行機能
障がい

社会的行動
障がい

失語症 失認・失行症 その他

記入例 R4 50 脳出血 〇（精神） 〇 〇 〇 〇 医療機関

1

2

3

4

5

※障害者手帳の所持については、〇（身体）、〇（療育手帳）、〇（精神）の３分類で記載（複数記載可）してください。

問４

□ 保健師 □ 臨床心理士 □ 社会福祉士 □ 介護福祉士
□ 看護師 □ 作業療法士 □ 相談支援専門員 □ その他
□ 精神保健福祉士 □ 理学療法士 □ 介護支援専門員

問５
　高次脳機能障がいへの支援・連携でお困りのこと全てに☑してください。（複数選択可能）
　※支援経験がない事業所においては、これからの支援・連携に向けて必要だと感じることに☑してください。
　また、可能であれば、お困りのことや「その他」の詳細についても、以下の自由記載欄に御記入ください。

□ 高次脳機能障がい者への支援の仕方がわからない
□ 高次脳機能障がい者への支援例がなく（少なく）、経験を積む機会がない。
□ 高次脳機能障がい者への支援場面で活用できる情報がどこで収集できるかわからない
□ 医療機関などの関係機関との高次脳機能障がいに関する連携の仕方がわからない
□ 高次脳機能障がい者の症状や対応方法など生活支援に困った場合の相談先・窓口がわからない
□ その他

（自由記載欄）

調査項目は以上です。御協力ありがとうございました。

高次脳機能障
がいの診断の

有無

　令和３年４月１日～令和５年６月３０日の間で、高次脳機能障がいの方を支援（※）されたことはありますか。

事業所名
所属・職名

回答者
電話番号

原因疾患 関係機関との連携
（紹介元の機関など）

　主に支援を行った職員の職種について、あてはまるもの全てに☑してください（複数選択可）。

高次脳機能障がいの主な症状

No. 年齢
（支援時）

支援
年度

障害者手帳
（※）の所持

の有無



1 
 

◇高
こう

次
じ

脳
のう

機
き

能
のう

障
しょう

がい実態
じったい

把握
は あ く

アンケート調査票
ちょうさひょう

◇ 

 

問
とい

１ このアンケートをお答
こた

えになる方
かた

はどなたですか。 

１．本人
ほんにん

が答
こた

える 

２．本人
ほんにん

の意思
い し

を確認
かくにん

しながら、家族
か ぞ く

や支援者
しえんしゃ

が答
こた

える。 

３．本人
ほんにん

の意思
い し

を確認
かくにん

するのは困難
こんなん

であり、本人
ほんにん

の立場
た ち ば

に立
た

って家族
か ぞ く

や支援者
しえんしゃ

が答
こた

える。 

４．その他
た

（                                ） 

 

問
とい

２  あなた（本人
ほんにん

）の年齢
ねんれい

はいくつですか（令和
れ い わ

５年
ねん

４月
がつ

１日
にち

現
げん

在
ざい

）。 

１．１０歳
さい

未満
み ま ん

   ２．１０代
だい

   ３．２０代
だい

   ４．３０代
だい

    ５．４０代
だい

 

６．５０代
だい

       ７．６０代
だい

   ８．７０歳
さい

以上
いじょう

 

 

問
とい

３  あなた（本人
ほんにん

）の性別
せいべつ

を教
おし

えてください。 

１．男性
だんせい

      ２．女性
じょせい

    ３．回答
かいとう

しない 

 

問
とい

４  あなた（本人
ほんにん

）が現在
げんざい

、お住
す

まいの場
ば

所
しょ

は、次
つぎ

のうちどれですか。 

１．自宅
じ た く

                       ２．グループホーム 

３．社
しゃ

会
かい

福
ふく

祉
し

施
し

設
せつ

に 入
にゅう

所
しょ

、または医療
いりょう

機関
き か ん

に入 院
にゅういん

  ４．その他
た

（           ） 

 

問
とい

５ あなた（本人
ほんにん

）は、どなたと一緒
いっしょ

に暮
く

らしていますか。 

（あてはまるものをすべて選
えら

んでください） 

１．一人暮
ひ と り ぐ

らし     ２．配偶者
はいぐうしゃ

       ３．父親
ちちおや

      ４．母親
ははおや

 

５．子
こ

ども       ６．兄 弟
きょうだい

姉妹
し ま い

      ７．祖父母
そ ふ ぼ

     ８．親
しん

せき 

９．グループホームや社
しゃ

会
かい

福
ふく

祉
し

施
し

設
せつ

を利用
り よ う

、または医療
いりょう

機関
き か ん

に入 院
にゅういん

 

10．その他
た

（                       ） 
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問
とい

６ あなた（本人
ほんにん

）の「高
こう

次
じ

脳
のう

機
き

能
のう

障
しょう

がい」の症 状
しょうじょう

は次
つぎ

のうちどれですか。 

（あてはまるものをすべて選
えら

んでください） 

１．記
き

憶
おく

障
しょう

がい（物
もの

の置
お

き場
ば

所
しょ

を忘
わす

れる。 新
あたら

しいできごとを覚
おぼ

えられない。同
おな

じことを繰
く

り返
かえ

し質
しつ

問
もん

する。など） 

２．注 意 障
ちゅういしょう

がい（ぼんやりしていて、ミスが多
おお

い。ふたつのことを同
どう

時
じ

に 行
おこな

うと混乱
こんらん

す

る。作
さ

業
ぎょう

を長
なが

く続
つづ

けられない。など） 

３．遂
すい

行
こう

機
き

能
のう

障
しょう

がい（自
じ

分
ぶん

で計画
けいかく

を立
た

ててものごとを実行
じっこう

することができない。人
ひと

に指示
し じ

してもらわないと何
なに

もできない。約束
やくそく

の時
じ

間
かん

に間
ま

に合
あ

わない。など） 

４．社
しゃ

会
かい

的
てき

行
こう

動
どう

障
しょう

がい（興
こう

奮
ふん

する、暴 力
ぼうりょく

を振
ふ

るう。思
おも

いどおりにならないと大声
おおごえ

を出
だ

す。

自
じ

己
こ

中
ちゅう

心
しん

的
てき

になる。など） 

５．失
しつ

語
ご

症
しょう

（うまく話
はな

せない。思
おも

った言
こと

葉
ば

がでない。字
じ

が読
よ

めない。など） 

６．失
しつ

認
にん

・失
しっ

行
こう

症
しょう

（対
たい

象
しょう

などを正
ただ

しく認
にん

識
しき

できない。意図
い と

した動
どう

作
さ

ができない。など） 

７．わからない 

８．その他
た

（                                ） 

 

問
とい

７ あなた（本人
ほんにん

）が、「高
こう

次
じ

脳
のう

機
き

能
のう

障
しょう

がい」を発
はっ

症
しょう

した原因
げんいん

と思
おも

われる疾患
しっかん

は何
なん

ですか。 

（あてはまるものをすべて選
えら

んでください） 

１．脳
のう

卒 中
そっちゅう

（脳
のう

梗
こう

塞
そく

、脳
のう

出
しゅっ

血
けつ

、くも膜
まく

下
か

出
しゅっ

血
けつ

） 

２．外
がい

傷
しょう

性
せい

脳
のう

損
そん

傷
しょう

（交
こう

通
つう

事
じ

故
こ

・転倒
てんとう

・転落
てんらく

等
とう

による脳
のう

挫
ざ

傷
しょう

、びまん性
せい

軸
じく

索
さく

損
そん

傷
しょう

など） 

３．脳
のう

炎
えん

・脳
のう

症
しょう

       ４．脳
のう

腫
しゅ

瘍
よう

       ５．低酸素
ていさんそ

脳 症
のうしょう

 

６．わからない        ７．その他
た

（                     ） 

 

問
とい

８ あなた（本人
ほんにん

）が、問
とい

７の原因
げんいん

疾患
しっかん

を受
じゅ

傷
しょう

・発
はっ

症
しょう

した時
とき

の年齢
ねんれい

はいくつですか。 

１．１０歳
さい

未
み

満
まん

   ２．１０代
だい

   ３．２０代
だい

    ４．３０代
だい

    ５．４０代
だい

 

６．５０代
だい

       ７．６０代
だい

   ８．７０歳
さい

以
い

上
じょう

  ９．わからない 

 

 



3 
 

問
とい

９ あなた（本人
ほんにん

）が、原因
げんいん

疾患
しっかん

を受
じゅ

傷
しょう

・発
はっ

症
しょう

した後
あと

、最初
さいしょ

にかかった医療機関
いりょうきかん

は、次
つぎ

の

うちどれですか。 

１．救 急 病 院
きゅうきゅうびょういん

           ２．一般病院
いっぱんびょういん

 

３．わからない            ４．その他
た

（               ） 

 

問
とい

10 あなた（本人
ほんにん

）が、原因
げんいん

疾患
しっかん

を受
じゅ

傷
しょう

・発
はっ

症
しょう

した後
あと

、最初
さいしょ

にかかった診療科
しんりょうか

は、次
つぎ

の

うちどれですか。 

１． 救 急
きゅうきゅう

診療科
しんりょうか

  ２．脳
のう

神経
しんけい

外科
げ か

        ３．神経
しんけい

内科
な い か

     ４．外科
げ か

 

５．整形
せいけい

外科
げ か

    ６．リハビリテーション科
か

   ７．内科
な い か

      ８．精
せい

神
しん

科
か

 

９．わからない   10．その他
た

（                     ） 

 

問
とい

11 あなた（本人
ほんにん

）が、現在
げんざい

、通院
つういん

している診療科
しんりょうか

は、次
つぎ

のうちどれですか。 

（あてはまるものをすべて選
えら

んでください） 

１．通院
つういん

していない  ２．脳
のう

神経
しんけい

外科
げ か

       ３．神経
しんけい

内科
な い か

    ４．外科
げ か

 

５．整形
せいけい

外科
げ か

     ６．リハビリテーション科
か

  ７．内科
な い か

      ８．精
せい

神
しん

科
か

 

９．わからない    10．その他
た

（                     ） 

 

問
とい

12 あなた（本人
ほんにん

）は、原因
げんいん

疾患
しっかん

を受
じゅ

傷
しょう

・発
はっ

症
しょう

した後
あと

、身体
しんたい

に障
しょう

がいがありますか。 

（あてはまるものをすべて選
えら

んでください） 

１．ない     ２．手
て

足
あし

のまひ    ３．手
て

足
あし

のふるえ   ４．歩
ほ

行
こう

時
じ

のふらつき 

５．食
た

べ物
もの

のそしゃくや飲
の

み込
こ

みが悪
わる

い  ６．その他
た

（              ） 

 

問
とい

13 あなた（本人
ほんにん

）は、日常
にちじょう

生活
せいかつ

で手
て

助
だす

けが必要
ひつよう

なものがありますか。 

（あてはまるものをすべて選
えら

んでください） 

１．手
て

助
だす

けは必要
ひつよう

ない    ２．スケジュール管理
か ん り

      ３．金銭
きんせん

管理
か ん り

 

４． 心
こころ

のケア（メンタルヘルスケア）   ５．歩
ほ

行
こう

      ６．外 出
がいしゅつ

 

↓次
つぎ

のページにも続
つづ

きがあります。 

4 
 

７．食事
しょくじ

      8．入 浴
にゅうよく

       9．トイレ     10．着
き

替
が

え 

１１．整容
せいよう

（歯
は

磨
みが

き・洗顔
せんがん

・整髪
せいはつ

・爪
つめ

切
き

り・髭
ひげ

剃
そ

りなど） 

１２．その他
た

（                  ）  

 

問
とい

14  あなた（本人
ほんにん

）は、普
ふ

段
だん

、どのくらい外 出
がいしゅつ

しますか。 ※通院
つういん

・通所
つうしょ

を含
ふく

む 

（１つを選
えら

んでください） 

１．ほとんど毎
まい

日
にち

        ２． 週
しゅう

に４・５日
にち

     ３． 週
しゅう

に２・３日
にち

 

４． 週
しゅう

に１日
にち

         ５．月
つき

に１・２日
にち

      ６．ほとんど外 出
がいしゅつ

しない 

 

問
とい

15 （問
とい

14で１～５を選
えら

んだ方
かた

のみ） 

外 出
がいしゅつ

の時
とき

の主
おも

な交通
こうつう

手段
しゅだん

は何
なん

ですか。（あてはまるものをすべて選
えら

んでください） 

１．鉄道
てつどう

              ２．バス         ３．タクシー       ４．自
じ

家
か

用
よう

車
しゃ

 

５．移
い

動
どう

支
し

援
えん

などの福祉
ふ く し

サービス       ６．自転車
じてんしゃ

       ７．バイク 

８． 車
くるま

いす       ９．徒歩
と ほ

       10．その他
た

（           ） 

 

問
とい

16 「高
こう

次
じ

脳
のう

機
き

能
のう

障
しょう

がい」発症
はっしょう

の前
まえ

と後
あと

で外出
がいしゅつ

頻度
ひ ん ど

は変
か

わりましたか。 

１．変
か

わらない              ２．減 少
げんしょう

した（前
まえ

より外 出
がいしゅつ

しなくなった） 

３．増加
ぞ う か

した（前
まえ

より外 出
がいしゅつ

するようになった）   

４．わからない              ５．その他
た

（            ） 

 

問
とい

17 （問
とい

16で２を選
えら

んだ方
かた

のみ） 

外 出
がいしゅつ

頻度
ひ ん ど

が減
へ

った理
り

由
ゆう

は、次
つぎ

のうちどれですか。 

（あてはまるものをすべて選
えら

んでください） 

１．外 出先
がいしゅつさき

（社会
しゃかい

参加
さ ん か

の場
ば

）がない 

２．心理的
しんりてき

に外
そと

に出
で

たくない 

↓次
つぎ

のページにも続
つづ

きがあります。 
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３．移動
い ど う

手段
しゅだん

がない 

４．道
みち

に迷
まよ

うことがある 

５．人
ひと

とのコミュニケーションが取
と

りにくい（疲
つか

れる） 

６．自分
じ ぶ ん

ひとりでは外 出
がいしゅつ

できない（介助者
かいじょしゃ

がいない） 

７．音
おと

や 光
ひかり

などの刺激
し げ き

がわずらわしい 

８．わからない 

９．その他
た

（                  ） 

 

問
とい

18 あなた（本人
ほんにん

）は、「高
こう

次
じ

脳
のう

機
き

能
のう

障
しょう

がい」の診断
しんだん

で「精神
せいしん

障害者
しょうがいしゃ

保健
ほ け ん

福祉
ふ く し

手帳
てちょう

」の

交付
こ う ふ

を受
う

けていますか。受
う

けている場
ば

合
あい

、手
て

帳
ちょう

に書
か

いてある等級
とうきゅう

は、次
つぎ

のうちどれで

すか。 

１．１ 級
きゅう

       ２．２ 級
きゅう

       ３．３ 級
きゅう

     ４．わからない 

５．精神
せいしん

障害 者
しょうがいしゃ

保健
ほ け ん

福祉
ふ く し

手帳
てちょう

の交付
こ う ふ

は受
う

けていない 

 

問
とい

19 あなた（本人
ほんにん

）は、「身体
しんたい

障害者
しょうがいしゃ

手帳
てちょう

」の交付
こ う ふ

を受
う

けていますか。 

受
う

けている場合
ば あ い

、手帳
てちょう

に書
か

いてある等 級
とうきゅう

は、次
つぎ

のうちどれですか。 

１．１ 級
きゅう

    ２．２ 級
きゅう

     ３．３ 級
きゅう

    ４．４ 級
きゅう

    ５．５ 級
きゅう

 

６．６ 級
きゅう

    ７．わからない   ８．身体
しんたい

障 害 者
しょうがいしゃ

手帳
てちょう

の交付
こ う ふ

は受
う

けていない 

 

問
とい

20 あなた（本人
ほんにん

）は、「療育
りょういく

手帳
てちょう

」の交付
こ う ふ

を受
う

けていますか。 

受
う

けている場合
ば あ い

、手帳
てちょう

に書
か

いてある等 級
とうきゅう

は、次
つぎ

のうちどれですか。 

１．A       ２．B1       ３．B2      ４．わからない 

５．療 育
りょういく

手帳
てちょう

の交付
こ う ふ

は受
う

けていない 
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問
とい

21 あなた（本人
ほんにん

）は、公的
こうてき

年金
ねんきん

（障害
しょうがい

年金
ねんきん

など）や公
こう

的
てき

手
て

当
あて

（特別
とくべつ

障害者
しょうがいしゃ

手当
て あ て

など）

などを受給
じゅきゅう

していますか。 

１．受 給
じゅきゅう

している      ２．受 給
じゅきゅう

していない     ３．わからない 

４．その他
た

（              ） 

 

問
とい

22 あなた（本人
ほんにん

）は、介護
か い ご

保険
ほ け ん

の認定
にんてい

を受
う

けていますか。 

１．受
う

けている        ２．受
う

けていない        ３．わからない 

４．その他
た

（             ） 

 

問
とい

23 あなた（本人
ほんにん

）は、現在
げんざい

、障 害
しょうがい

福祉
ふ く し

サービスなどを利用
り よ う

していますか。 

１．利用
り よ う

している       ２．利用
り よ う

していない      ３．わからない 

 

問
とい

24 （問
とい

23で１を選
えら

んだ方
かた

のみ） 

どのような障 害
しょうがい

福祉
ふ く し

サービスを利用
り よ う

していますか。 

（次
つぎ

のサービスのなかから、利用
り よ う

されているものをすべて選
えら

んでください。） 

１．訪問
ほうもん

系
けい

支援
し え ん

 ア 居宅
きょたく

介護
か い ご

（ホームヘルプ）  

イ 重度
じゅうど

訪問
ほうもん

介護
か い ご

 

ウ 居宅
きょたく

訪問型
ほうもんがた

児童
じ ど う

発達
はったつ

支援
し え ん

 

エ 保育所
ほいくしょ

等
とう

訪問
ほうもん

支援
し え ん

 

オ 重度
じゅうど

障 害 者
しょうがいしゃ

等
とう

包括
ほうかつ

支援
し え ん

 

２．通所
つうしょ

系
けい

支援
し え ん

 カ 放課後
ほ う か ご

等
とう

デイサービス  

キ 児童
じ ど う

発達
はったつ

支援
し え ん

 

ク 生活
せいかつ

介護
か い ご

 

３．入 所
にゅうしょ

系
けい

支援
し え ん

 ケ 短期
た ん き

入 所
にゅうしょ

（ショートステイ）  

コ 療 養
りょうよう

介護
か い ご

 

サ 施設
し せ つ

入 所
にゅうしょ

支援
し え ん

 

シ 障害児
しょうがいじ

入 所
にゅうしょ

支援
し え ん
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４．外 出
がいしゅつ

支援
し え ん

 ス 同行
どうこう

援護
え ん ご

 

セ 行動
こうどう

援護
え ん ご

 

ソ 移動
い ど う

支援
し え ん

 

５．訓練
くんれん

・就 労
しゅうろう

支援
し え ん

 タ 就 労
しゅうろう

継続
けいぞく

支援
し え ん

（Ａ型
がた

） 

チ 就 労
しゅうろう

継続
けいぞく

支援
し え ん

（Ｂ型
がた

） 

ツ 就 労
しゅうろう

移行
い こ う

支援
し え ん

 

テ 就 労
しゅうろう

定 着
ていちゃく

支援
し え ん

 

ト 自立
じ り つ

訓練
くんれん

（機能
きのう

訓練
くんれん

、生活
せいかつ

訓練
くんれん

、宿 泊 型
しゅくはくがた

自立
じりつ

訓練
くんれん

） 

６．居 住
きょじゅう

支援
し え ん

 ナ グループホーム 

７．相談
そうだん

支援
し え ん

 ニ 計画
けいかく

相談
そうだん

支援
し え ん

 

ヌ 障害児
しょうがいじ

相談
そうだん

支援
し え ん

 

ネ 自立
じ り つ

生活
せいかつ

援助
えんじょ

 

ノ 地域
ち い き

移行
い こ う

支援
し え ん

 

ハ 地域
ち い き

定 着
ていちゃく

支援
し え ん

 

８．医療費
いりょうひ

支援
し え ん

 ヒ 自
じ

立
りつ

支
し

援
えん

医
い

療
りょう

（育
いく

成
せい

医
い

療
りょう

、更
こう

生
せい

医
い

療
りょう

、精
せい

神
しん

通
つう

院
いん

医
い

療
りょう

） 

フ 重 症
じゅうしょう

心身
しんしん

障 害 者
しょうがいしゃ

医療費
いりょうひ

助成
じょせい

制度
せ い ど

 

９．福祉
ふ く し

用具
よ う ぐ

 ヘ 補
ほ

装具
そ う ぐ

 

ホ 日 常
にちじょう

生活
せいかつ

用具
よ う ぐ

 

１０．その他
た

 （                       ） 

 

問
とい

25 あなた（本人
ほんにん

）は、現在
げんざい

、学校
がっこう

に通
かよ

っていますか。 

※小
しょう

中
ちゅう

学
がっ

校
こう

・高校
こうこう

・大学
だいがく

・大学院
だいがくいん

・専門
せんもん

学校
がっこう

等
とう

を含
ふく

む 

１．通
かよ

っていない（卒 業
そつぎょう

している又
また

は通
かよ

う前
まえ

） 

２．通
かよ

っている 

３．その他
た

（                         ） 
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問
とい

26 （問
とい

25で２を選
えら

んだ方
かた

のみ） 

学校
がっこう

・教育
きょういく

・就労
しゅうろう

準備
じゅんび

について、お困
こま

りのことはありますか。 

（あてはまるものすべてを選
えら

んでください） 

１．授 業
じゅぎょう

内容
ないよう

が分
わ

からない 

２．学校
がっこう

に登校
とうこう

できない 

３．学校
がっこう

や放
ほう

課
か

後
ご

の居
い

場
ば

所
しょ

がない 

４．学校
がっこう

での友達
ともだち

との関係
かんけい

づくりがうまくできない 

５．教 職 員
きょうしょくいん

に相談
そうだん

する場所
ば し ょ

・機
き

会
かい

がない 

６．周囲
しゅうい

から 障
しょう

がい特性
とくせい

に応
おう

じた配慮
はいりょ

・理
り

解
かい

が得
え

られない（不
ふ

安
あん

がある） 

７．学校
がっこう

卒業後
そつぎょうご

の進
しん

路
ろ

の選択
せんたく

が不
ふ

安
あん

である 

８．就 労
しゅうろう

するための準備
じゅんび

のカリキュラムがなく、 働
はたら

けるか不
ふ

安
あん

である。  

９．長期
ちょうき

休暇
きゅうか

の際
さい

の居
い

場
ば

所
しょ

がない 

１０．その他
た

（                         ） 

 

問
とい

27 あなた（本人
ほんにん

）は、現在
げんざい

、就 労
しゅうろう

していますか。 

※就労
しゅうろう

継続
けいぞく

支援
し え ん

事業所
じぎょうしょ

Ａ型
がた

・Ｂ型
がた

を含
ふく

む 

１．受 傷
じゅしょう

・発 症
はっしょう

時
じ

に 就
しゅう

労
ろう

していて、現在
げんざい

も 就
しゅう

労
ろう

している。 

２．受 傷
じゅしょう

・発 症
はっしょう

時
じ

に 就
しゅう

労
ろう

していたが、現在
げんざい

は 就
しゅう

労
ろう

していない（ 休 職 中
きゅうしょくちゅう

も含
ふく

む）。 

３．受 傷
じゅしょう

・発 症
はっしょう

時
じ

に 就
しゅう

労
ろう

していなかったが、現在
げんざい

は 就
しゅう

労
ろう

している。 

４． 就
しゅう

労
ろう

していない（ 就
しゅう

労
ろう

経験
けいけん

なしも含
ふく

む） 

５．その他
た

（                         ） 
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問
とい

28 （問
とい

27で１、３、５（就 労
しゅうろう

されている場合
ば あ い

）を選
えら

んだ方
かた

のみ） 

雇
こ

用
よう

形
けい

態
たい

は次
つぎ

のうちどれですか。（１つを選
えら

んでください） 

１．正社員
せいしゃいん

 

２．正社員
せいしゃいん

以外
い が い

（アルバイト、パート、契約
けいやく

社員
しゃいん

、日
ひ

雇
やと

いなど） 

３．就 労
しゅうろう

継続
けいぞく

支援
し え ん

事業所
じぎょうしょ

Ａ型
がた

      ４．就 労
しゅうろう

継続
けいぞく

支援
し え ん

事業所
じぎょうしょ

Ｂ型
がた

 

５．自
じ

営
えい

業
ぎょう

              ６．その他
た

（                  ） 

 

問
とい

29 （問
とい

27で２、４、５（就 労
しゅうろう

されていない場
ば

合
あい

）を選
えら

んだ方
かた

のみ） 

あなた（本人
ほんにん

）は、いま、仕
し

事
ごと

をさがしていますか。 

１．さがしている       ２．さがしていない 

 

問
とい

30 あなた（本人
ほんにん

）は、障
しょう

がいのある方
かた

が仕
し

事
ごと

をするために、どんな環境
かんきょう

や条 件
じょうけん

整備
せ い び

が

必要
ひつよう

だと思
おも

いますか。（主
おも

なものを最大
さいだい

３つまで選
えら

んでください） 

１． 障
しょう

がい者
しゃ

を雇
こ

用
よう

する事業
じぎょう

主
ぬし

の理
り

解
かい

 

２．職場
しょくば

仲間
な か ま

の 障
しょう

がい者
しゃ

への理
り

解
かい

 

３． 障
しょう

がい者
しゃ

の採
さい

用
よう

枠
わく

の増
ぞう

加
か

 

４．技
ぎ

能
のう

や技
ぎ

術
じゅつ

、知
ち

識
しき

を 習
しゅう

得
とく

する場
ば

の拡 充
かくじゅう

 

５．仕
し

事
ごと

や就 労
しゅうろう

の相
そう

談
だん

、あっせんをする場
ば

の拡 充
かくじゅう

 

６．通
つう

院
いん

のための休
やす

みや勤務
き ん む

時間
じ か ん

の変更
へんこう

を認
みと

める柔 軟
じゅうなん

な勤務
き ん む

体制
たいせい

 

７．就 労
しゅうろう

継続
けいぞく

支援
し え ん

事業所
じぎょうしょ

（Ａ型
がた

・Ｂ型
がた

）など福祉的
ふくしてき

就 労
しゅうろう

の場
ば

の充 実
じゅうじつ

 

８． 障
しょう

がい者
しゃ

が使
つか

いやすい職場
しょくば

の施
し

設
せつ

や設
せつ

備
び

（バリアフリー化
か

など） 

９．自
じ

宅
たく

でできる仕
し

事
ごと

（テレワークなど）の開拓
かいたく

 

10． 職
しょく

場
ば

におけるコミュニケーション手
しゅ

段
だん

の確
かく

保
ほ

や充 実
じゅうじつ

 

11．その他
た

（                          ） 
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問
とい

31  あなた（本人
ほんにん

）は、困
こま

ったときに誰
だれ

（どこ）に相談
そうだん

しますか。 

（主
おも

なものを最大
さいだい

３つまで選
えら

んでください）  

１．家
か

族
ぞく

や親
しん

せき        ２．友人
ゆうじん

・知人
ち じ ん

       ３． 障
しょう

がい者
しゃ

団体
だんたい

や家族会
かぞくかい

 

４．医療
いりょう

機関
き か ん

            ５．社会
しゃかい

福祉
ふ く し

施設
し せ つ

      ６．社会
しゃかい

福祉協
ふくしきょう

議会
ぎ か い

 

７．民
みん

生
せい

委
い

員
いん

・児
じ

童
どう

委
い

員
いん

   ８．県
けん

や市町村
しちょうそん

など行 政
ぎょうせい

機関
き か ん

の窓
まど

口
ぐち

 

９．身体
しんたい

障 害 者
しょうがいしゃ

相談員
そうだんいん

     10．相談
そうだん

支援
し え ん

事業所
じぎょうしょ

   11．誰
だれ

にも相談
そうだん

しない 

12. その他
た

（              ） 

 

問
とい

32 今後
こ ん ご

、国
くに

や県
けん

、市町村
しちょうそん

の行政
ぎょうせい

に取
と

り組
く

んでほしいこと、またはご意
い

見
けん

・ご要
よう

望
ぼう

などが

ありましたら、ご自
じ

由
ゆう

にお書
か

きください。 

 

アンケートは以
い

上
じょう

となります。御
ご

協
きょう

力
りょく

ありがとうございました。 
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